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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】低温定着性を有し、かつ耐久安定性および色再現性に優れる静電荷像現像用トナ
ーを提供する。
【解決手段】少なくとも結晶性ポリエステル樹脂を含む結着樹脂、および着色剤と金属含
有化合物とが反応した化合物を含有し、前記結晶性ポリエステル樹脂が、結着樹脂を形成
する樹脂成分に対して、５～３５質量％含まれる、静電荷像現像用トナー。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも結晶性ポリエステル樹脂を含む結着樹脂、および下記一般式（１）：
【化１】

式（１）中、
　Ｒｘ１およびＲｘ２は、それぞれ独立して、置換または非置換の炭素数１～２０の直鎖
状、分枝状または環状のアルキル基であり、
　Ｌｘは、水素原子、または置換もしくは非置換の炭素数１～２０の直鎖状、分枝状もし
くは環状のアルキル基であり、
　Ｇｘ１は、置換または非置換の炭素数２～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル
基であり、
　Ｇｘ２は、置換または非置換の炭素数１～５の直鎖状または分枝状のアルキル基であり
、
　Ｇｘ３は水素原子、ハロゲン原子、Ｇｘ４－ＣＯ－ＮＨ－で表される基、またはＧｘ５

－Ｎ（Ｇｘ６）－ＣＯ－で表される基であり、この際、Ｇｘ４は置換基であり、Ｇｘ５お
よびＧｘ６は、それぞれ独立して、水素原子または置換基であり、
　Ｑｘ１、Ｑｘ２、Ｑｘ３、Ｑｘ４、およびＱｘ５は、それぞれ独立して、水素原子また
は置換基である、
で表される着色剤と、下記一般式（２）：
【化２】

式（２）中、
　Ｒ１は置換または非置換の炭素数１～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル基で
あり、
　Ｒ２は水素原子、アルコキシカルボニル基、アリールカルボニル基、アリールオキシカ
ルボニル基、スルファモイル基、スルフィニル基、アルキルスルホニル基、アリールスル
ホニル基、アシル基、ニトロフェニル基、ハロゲン原子、またはシアノ基であり、
　Ｒ３は置換または非置換の炭素数９～１２０の芳香族炭化水素含有基であり、
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　Ｍは２価の金属元素である、
で表される金属含有化合物とが反応した化合物を含有し、
　前記結晶性ポリエステル樹脂が、結着樹脂を形成する樹脂成分に対して、５～３５質量
％含まれる、静電荷像現像用トナー。
【請求項２】
　前記金属含有化合物の金属が、Ｃｕである、請求項１に記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項３】
　前記結晶性ポリエステルの酸価が、２０～３０ｍｇＫＯＨ／ｇである、請求項１または
２に記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項４】
　少なくとも結晶性ポリエステル樹脂を含む結着樹脂を含む分散液と、下記一般式（１）
：
【化３】

式（１）中、
　Ｒｘ１およびＲｘ２は、それぞれ独立して、置換または非置換の炭素数１～２０の直鎖
状、分枝状または環状のアルキル基であり、
　Ｌｘは、水素原子、または置換もしくは非置換の炭素数１～２０の直鎖状、分枝状もし
くは環状のアルキル基であり、
　Ｇｘ１は、置換または非置換の炭素数２～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル
基であり、
　Ｇｘ２は、置換または非置換の炭素数１～５の直鎖状または分枝状のアルキル基であり
、
　Ｇｘ３は水素原子、ハロゲン原子、Ｇｘ４－ＣＯ－ＮＨ－で表される基、またはＧｘ５

－Ｎ（Ｇｘ６）－ＣＯ－で表される基であり、この際、Ｇｘ４は置換基であり、Ｇｘ５お
よびＧｘ６は、それぞれ独立して、水素原子または置換基であり、
　Ｑｘ１、Ｑｘ２、Ｑｘ３、Ｑｘ４、およびＱｘ５は、それぞれ独立して、水素原子また
は置換基である、
で表される着色剤を含む分散液とを混合する工程（１）と、
　前記工程（１）で得られた分散液に、下記一般式（２）：
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【化４】

式（２）中、
　Ｒ１は置換または非置換の炭素数１～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル基で
あり、
　Ｒ２は水素原子、アルコキシカルボニル基、アリールカルボニル基、アリールオキシカ
ルボニル基、スルファモイル基、スルフィニル基、アルキルスルホニル基、アリールスル
ホニル基、アシル基、ニトロフェニル基、ハロゲン原子、またはシアノ基であり、
　Ｒ３は置換または非置換の炭素数９～１２０の芳香族炭化水素含有基であり、
　Ｍは２価の金属元素である、
で表される金属含有化合物を含む分散液を混合する工程（２）と、を含む静電荷像現像用
トナーの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、静電荷像現像用トナーに関する。
【背景技術】
【０００２】
　静電荷像現像用トナーの分野では、省エネルギーの観点から低温定着トナーの開発が盛
んに進められている。また、近年のデジタル技術の進展により電子写真方式での用途が軽
印刷分野に広がったことにより、ＪａｐａｎＣｏｌｏｒ認証など、より広い色再現領域の
確保や、複数枚の連続印刷においても色再現が安定するようになど、色再現性についての
市場要求が高まってきている。
【０００３】
　近年では、低温定着を実現するために定着助剤として結晶性ポリエステルなどの結晶性
化合物を含有させたトナーが開発されている（特許文献１～３）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－３５１１３７号公報
【特許文献２】特開２００６－７８７０７号公報
【特許文献３】特開２０１３－８３９７９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、結晶性ポリエステルは電荷保持力が低い。そのため、結晶性ポリエステ
ルを使用したトナーは、帯電量が低く、連続印刷時の定着温度変動による色再現性が低下
するという課題があった。また、使用に伴い帯電量が低下するという問題があり、耐久安
定性に課題があった。
【０００６】
　本発明は上記事情に鑑みてなされたもので、その目的は、低温定着性を有し、かつ耐久
安定性および色再現性に優れる静電荷像現像用トナーを提供することにある。
【課題を解決するための手段】



(5) JP 2016-130806 A 2016.7.21

10

20

30

40

50

【０００７】
　本発明者らは上記課題を解決するために鋭意研究を重ねた結果、特定の着色剤と特定の
金属含有化合物とが反応した化合物を、結晶性ポリエステル樹脂と共にトナー中に存在さ
せることで、低温定着性を有し、かつ耐久安定性および色再現性に優れる静電荷像現像用
トナーが得られることを確認し、本発明を完成するに至った。すなわち、本発明の上記目
的は、少なくとも結晶性ポリエステル樹脂を含む結着樹脂、および下記一般式（１）：
【０００８】
【化１】

【０００９】
式（１）中、
　Ｒｘ１およびＲｘ２は、それぞれ独立して、置換または非置換の炭素数１～２０の直鎖
状、分枝状または環状のアルキル基であり、
　Ｌｘは、水素原子、または置換もしくは非置換の炭素数１～２０の直鎖状、分枝状もし
くは環状のアルキル基であり、
　Ｇｘ１は、置換または非置換の炭素数２～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル
基であり、
　Ｇｘ２は、置換または非置換の炭素数１～５の直鎖状または分枝状のアルキル基であり
、
　Ｇｘ３は水素原子、ハロゲン原子、Ｇｘ４－ＣＯ－ＮＨ－で表される基、またはＧｘ５

－Ｎ（Ｇｘ６）－ＣＯ－で表される基であり、この際、Ｇｘ４は置換基であり、Ｇｘ５お
よびＧｘ６は、それぞれ独立して、水素原子または置換基であり、
　Ｑｘ１、Ｑｘ２、Ｑｘ３、Ｑｘ４、およびＱｘ５は、それぞれ独立して、水素原子また
は置換基である、
で表される着色剤と、下記一般式（２）：
【００１０】
【化２】

【００１１】



(6) JP 2016-130806 A 2016.7.21

10

20

30

40

50

式（２）中、
　Ｒ１は置換または非置換の炭素数１～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル基で
あり、
　Ｒ２は水素原子、アルコキシカルボニル基、アリールカルボニル基、アリールオキシカ
ルボニル基、スルファモイル基、スルフィニル基、アルキルスルホニル基、アリールスル
ホニル基、アシル基、ニトロフェニル基、ハロゲン原子、またはシアノ基であり、
　Ｒ３は置換または非置換の炭素数９～１２０の芳香族炭化水素含有基であり、
　Ｍは２価の金属元素である、
で表される金属含有化合物とが反応した化合物を含有し、
　前記結晶性ポリエステル樹脂が、結着樹脂を形成する樹脂成分に対して、５～３５質量
％含まれる、静電荷像現像用トナーによって達成される。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、低温定着性を有し、かつ耐久安定性および色再現性に優れる静電荷像
現像用トナーが提供される。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の実施の形態を説明する。なお、本発明は、以下の実施の形態のみには限
定されない。また、本明細書において、範囲を示す「Ｘ～Ｙ」は「Ｘ以上Ｙ以下」を意味
する。また、特記しない限り、操作および物性等の測定は室温（２０～２５℃）／相対湿
度４０～５０％の条件で測定する。
【００１４】
　本発明の第１実施形態である静電荷像現像用トナーは、少なくとも結晶性ポリエステル
樹脂を含む結着樹脂、および下記一般式（１）：
【００１５】
【化３】

【００１６】
式（１）中、
　Ｒｘ１およびＲｘ２は、それぞれ独立して、置換または非置換の炭素数１～２０の直鎖
状、分枝状または環状のアルキル基であり、
　Ｌｘは、水素原子、または置換もしくは非置換の炭素数１～２０の直鎖状、分枝状もし
くは環状のアルキル基であり、
　Ｇｘ１は、置換または非置換の炭素数２～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル
基であり、
　Ｇｘ２は、置換または非置換の炭素数１～５の直鎖状または分枝状のアルキル基であり
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、
　Ｇｘ３は水素原子、ハロゲン原子、Ｇｘ４－ＣＯ－ＮＨ－で表される基、またはＧｘ５

－Ｎ（Ｇｘ６）－ＣＯ－で表される基であり、この際、Ｇｘ４は置換基であり、Ｇｘ５お
よびＧｘ６は、それぞれ独立して、水素原子または置換基であり、
　Ｑｘ１、Ｑｘ２、Ｑｘ３、Ｑｘ４、およびＱｘ５は、それぞれ独立して、水素原子また
は置換基である、
で表される着色剤と、下記一般式（２）：
【００１７】
【化４】

【００１８】
式（２）中、
　Ｒ１は置換または非置換の炭素数１～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル基で
あり、
　Ｒ２は水素原子、アルコキシカルボニル基、アリールカルボニル基、アリールオキシカ
ルボニル基、スルファモイル基、スルフィニル基、アルキルスルホニル基、アリールスル
ホニル基、アシル基、ニトロフェニル基、ハロゲン原子、またはシアノ基であり、
　Ｒ３は置換または非置換の炭素数９～１２０の芳香族炭化水素含有基であり、
　Ｍは２価の金属元素である、
で表される金属含有化合物とが反応した化合物を含有し、
　前記結晶性ポリエステル樹脂が、結着樹脂を形成する樹脂成分に対して、５～３５質量
％含まれる、静電荷像現像用トナーである。
【００１９】
　すなわち、本発明の一実施形態は、少なくとも結晶性ポリエステル樹脂を含む結着樹脂
と、式（１）で表される着色剤と式（２）で表される金属含有化合物とが反応した化合物
と、を含有する静電荷像現像用トナー（以下、単に「トナー」と称する場合もある）であ
る。本発明では、結晶性ポリエステルと、式（１）で表される着色剤と式（２）で表され
る金属含有化合物とが反応した化合物とがトナー中に共に存在することで、低温定着性を
有し、かつ耐久安定性および色再現性に優れる静電荷像現像用トナーとすることができる
。本発明において上記利点が達成できるメカニズムは不明であるが、以下のように推察さ
れる。なお、本発明は、下記推論によって何ら制限されるものではない。
【００２０】
　式（１）で表される着色剤と、式（２）で表される金属含有化合物とは、反応してイオ
ン性化合物を形成すると推測される。イオン性化合物がトナー中に存在することにより、
荷電制御剤として作用することができ、トナーの帯電量を向上させることができる。また
、形成されたイオン性化合物は、結晶性ポリエステルとの相溶性がよいと思われ、結晶性
ポリエステルの凝集を抑制し、トナー内部に均一に分散させているものと推測される。こ
れにより、トナーのシャープメルト性を向上させることができ、結果として、低温定着性
を有し、定着温度が変動した場合であっても安定的に色再現性（以下、「定着温度変動に
よる色再現性の安定化」と称する場合もある）を発揮することができるトナーとすること
ができる。
【００２１】
　なお、本発明において、耐久安定性とは、耐久帯電性のことを意味し、帯電量の安定性
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により評価されるものである。
【００２２】
　以下、第一実施形態である静電荷像現像用トナーについて説明する。
１．静電荷像現像用トナー
　［結着樹脂］
　第一実施形態の静電荷像現像用トナーは結着樹脂を含む。結着樹脂は、少なくとも結晶
性ポリエステル樹脂を含む。結晶性ポリエステル樹脂は、他の樹脂成分と組み合わせて用
いることで、耐熱性、耐久性等を付与することができる。他の樹脂成分としては、非結晶
性ポリエステル樹脂、スチレン－アクリル樹脂、エポキシ樹脂等を結晶性ポリエステル樹
脂と組み合わせて用いることができる。他の樹脂成分としては、耐久性の観点から、好ま
しくは非結晶性ポリエステル樹脂、スチレン－アクリル樹脂であり、低温定着性の観点か
ら、より好ましくは非結晶性ポリエステル樹脂である。したがって、第一実施形態の静電
荷像現像用トナーとしては、結着樹脂は、好ましくは、結晶性ポリエステル樹脂と、非結
晶性ポリエステル樹脂および／またはスチレン－アクリル樹脂と、を含む。より好ましく
は、結着樹脂は、好ましくは、結晶性ポリエステル樹脂と、非結晶性ポリエステル樹脂と
、を含む。他の樹脂成分は、単独で用いてもよいし、２種以上を混合して用いてもよい。
他の樹脂成分（２種以上の他の樹脂成分を含む場合は合計量とする）は、結着樹脂を形成
する樹脂成分に対して、好ましくは６５～９５質量％、より好ましくは７０～９０質量％
含む。
【００２３】
　以下、結着樹脂を構成する樹脂成分について述べる。
【００２４】
　＜結晶性ポリエステル樹脂＞
　第一実施形態の静電荷像現像用トナーは、結晶性ポリエステル樹脂を、結着樹脂を形成
する樹脂成分に対して５～３５質量％含む。結晶性ポリエステル樹脂は、結着樹脂を形成
する樹脂成分１００質量％に対して、５～３５質量％、好ましくは１０～３０質量％、よ
り好ましくは１０～２０質量％で含有される。
【００２５】
　結晶性ポリエステル樹脂とは、２価以上のカルボン酸（多価カルボン酸）と、２価以上
のアルコール（多価アルコール）との重縮合反応によって得られる公知のポリエステル樹
脂のうち、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）において、階段状の吸熱変化ではなく、明確な吸
熱ピーク（吸熱スペクトル曲線が変曲点を経て最高点に至り下降して変曲点に至る形状）
を有する樹脂をいう。明確な吸熱ピークとは、具体的には、実施例に記載の示差走査熱量
測定（ＤＳＣ）において、昇温速度１０℃／ｍｉｎで測定した際に、吸熱ピークの半値幅
が１５℃以内であるピークのことを意味する。
【００２６】
　結晶性ポリエステル樹脂は、上記定義したとおりであれば特に限定されず、例えば、結
晶性ポリエステル樹脂による主鎖に他成分を共重合させた構造を有する樹脂について、こ
の樹脂が上記のように明確な吸熱ピークを示すものであれば、本発明でいう結晶性ポリエ
ステル樹脂に該当する。
【００２７】
　結晶性ポリエステル樹脂の分子量（重量平均分子量Ｍｗ）は、トナーの機械的強度、及
び得られた定着画像の画像強度や製造性、また定着性の観点から、８０００～４００００
が好ましく、１００００～３００００がさらに好ましい。このような範囲であると、後述
する凝集・融着工程において非結晶性樹脂を用いた場合に相溶を防止・抑制し、得られる
トナー粒子が粒子全体として融点の低いものにならず耐ブロッキング性に優れ、また、低
温定着性にも優れる。
【００２８】
　結晶性ポリエステル樹脂の数平均分子量（Ｍｎ）は、上記と同様の観点から、好ましく
は２，０００～１５，０００であり、より好ましくは２，５００～１０，０００である。
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【００２９】
　本発明における樹脂分子量測定は、ＧＰＣによる分子量測定法を用いて測定した。即ち
、ＴＨＦ可溶物を、ＧＰＣ・ＨＬＣ－８２２０（東ソー製）、東ソー製カラム「ＴＳＫｇ
ｕａｒｄｃｏｌｕｍｎＳｕｐｅｒＨＺ－Ｌ＋ＴＳＫｇｅｌＳｕｐｅｒＨＺＭ－Ｍ３連」を
使用し、ＴＨＦ溶媒で測定し、単分散ポリスチレン標準試料により作成した分子量校正曲
線を使用して分子量を算出したものである。
【００３０】
　結晶性ポリエステル樹脂の融解温度（Ｔｃ）は、５０℃以上１２０℃未満であることが
好ましく、６０℃以上９０℃未満であることがより好ましい。結晶性ポリエステル樹脂の
融解温度が上記の範囲にあることにより、低温定着性および定着分離性が適切に得られる
ため好ましい。結晶性ポリエステル樹脂の融解温度（Ｔｃ）の測定には、示差走査熱量計
（ＤＳＣ）を用い、０℃から１５０℃まで毎分１０℃の昇温速度で測定を行った時のＪＩ
Ｓ Ｋ－７１２１：８７に示す入力補償示差走査熱量測定の融解ピーク温度として求める
ことができる。なお、結晶性の樹脂においては、複数の融解ピークを示す場合があるが、
本発明においては、最大のピーク温度をもって融点とみなす。
【００３１】
　結晶性ポリエステル樹脂の酸価（酸価ＡＶ）は、好ましくは５～７０ｍｇＫＯＨ／ｇで
あり、より好ましくは１０～５０ｍｇＫＯＨ／ｇであり、さらに好ましくは１２～４０ｍ
ｇＫＯＨ／ｇであり、特に好ましくは２０～３０ｍｇＫＯＨ／ｇである。結晶性ポリエス
テル樹脂の酸価が上記範囲内であれば、結晶性ポリエステルの吸湿性と着色剤の分散性と
のバランスが良好であり、帯電性および画像品質の優れたトナーを得ることができる。酸
価は、ポリエステル樹脂１ｇに含まれる酸を中和するのに必要な水酸化カリウム（ＫＯＨ
）の質量をｍｇで表したものであり、ＪＩＳ Ｋ００７０－１９６６に準じて測定される
。
【００３２】
　具体的には、以下の手順に従って測定される。
（１）試薬の準備
　フェノールフタレイン１．０ｇをエチルアルコール（９５体積％）９０ｍｌに溶解し、
イオン交換水を加えて１００ｍｌとし、「フェノールフタレイン溶液」を作製する。
【００３３】
　ＪＩＳ特級水酸化カリウム７ｇをイオン交換水５ｍｌに溶解し、エチルアルコール（９
５体積％）を加えて１リットルとする。炭酸ガスに触れないように、耐アルカリ性の容器
に入れて３日間放置後、濾過して、「水酸化カリウム溶液」を作製する。標定はＪＩＳ 
Ｋ００７０－１９６６の記載に従う。
（２）操作
（ａ）本試験
　粉砕した樹脂の試料２．０ｇを２００ｍｌの三角フラスコに精秤し、トルエン／エタノ
ール（２：１）の混合溶液１００ｍｌを加え、５時間かけて溶解する。次いで、指示薬と
して前記フェノールフタレイン溶液を数滴加え、前記水酸化カリウム溶液を用いて滴定す
る。なお、滴定の終点は指示薬の薄い紅色が約３０秒間続いた時とする。
（ｂ）空試験
　試料を用いない（即ち、トルエン／エタノール（２：１）の混合溶液のみとする以外は
、上記操作と同様の操作を行う。
（３）酸価の算出
　得られた結果を下記式（１）に代入して酸価を算出する。
式（１）
Ａ＝〔（Ｂ－Ｃ）×ｆ×５．６〕／Ｓ
ここで、
Ａ：酸価（ｍｇＫＯＨ／ｇ）、
Ｂ：空試験の水酸化カリウム溶液の添加量（ｍｌ）、
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Ｃ：本試験の水酸化カリウム溶液の添加量（ｍｌ）、
ｆ：０．１ｍｏｌ／リットルの水酸化カリウムエタノール溶液のファクター、
Ｓ：試料（ｇ）、
である。
【００３４】
　結晶性ポリエステル樹脂は、多価カルボン酸成分（酸成分）および多価アルコール成分
（アルコール成分）から生成される。多価カルボン酸成分および多価アルコール成分の価
数としては、好ましくはそれぞれ２～３であり、特に好ましくはそれぞれ２であるため、
特に好ましい形態として価数がそれぞれ２である。よって、好ましくは、結晶性ポリエス
テル樹脂は、ジカルボン酸成分とジオール成分とから合成されるものであり、より好まし
くは、脂肪族ジカルボン酸（酸無水物および酸塩化物を含む）と脂肪族ジオールとを反応
させて得られる脂肪族ポリエステル樹脂が好ましい。
【００３５】
　なお、本発明において「酸由来構成成分」とは、ポリエステル樹脂において、ポリエス
テル樹脂の合成前には酸成分であった構成部位を呼称し、「アルコール由来構成成分」と
は、ポリエステル樹脂の合成前にはアルコール成分であった構成部位を指す。
【００３６】
　（酸由来構成成分）
　ジカルボン酸成分としては、脂肪族ジカルボン酸および芳香族ジカルボン酸が用いられ
、脂肪族ジカルボン酸を用いることが好ましく、芳香族ジカルボン酸を併用してもよい。
脂肪族ジカルボン酸としては、直鎖型のものを用いることが好ましい。直鎖型のものを用
いることによって、結晶性が向上するという利点がある。ジカルボン酸成分は、一種類の
ものに限定されるものではなく、二種類以上を混合して用いてもよい。
【００３７】
　脂肪族ジカルボン酸としては、例えば、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、
アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、１，９－ノナンジカ
ルボン酸、１，１０－デカンジカルボン酸、１，１０－ドデカンジカルボン酸（１，１０
－ドデカン二酸）、１，１１－ウンデカンジカルボン酸、１，１２－ドデカンジカルボン
酸、１，１３－トリデカンジカルボン酸、１，１４－テトラデカンジカルボン酸、１，１
６－ヘキサデカンジカルボン酸、１，１８－オクタデカンジカルボン酸などが挙げられ、
また、これらの低級アルキルエステルや酸無水物を用いることもできる。
【００３８】
　芳香族ジカルボン酸としては、例えば、テレフタル酸、イソフタル酸、２，６－ナフタ
レンジカルボン酸、４，４’－ビフェニルジカルボン酸等が挙げられる。これらの中でも
、入手容易性および乳化容易性の観点から、テレフタル酸、イソフタル酸、ｔ－ブチルイ
ソフタル酸を用いることが好ましい。
【００３９】
　酸由来構成成分としては、その他として２重結合を持つジカルボン酸由来構成成分、ス
ルホン酸基を持つジカルボン酸由来構成成分等の構成成分を含有していてもよい。
【００４０】
　なお、本明細書において「構成モル％」とは、ポリエステル樹脂における酸由来構成成
分全体中の当該酸由来構成成分、または、アルコール由来構成成分全体中の当該アルコー
ル構成成分を、各１単位（モル）としたときの百分率を指す。
【００４１】
　（アルコール由来構成成分）
　アルコール成分としては、脂肪族ジオールを用いることが好ましく、必要に応じて脂肪
族ジオール以外のジオールを含有させてもよい。
【００４２】
　脂肪族ジオールとしては、例えば、エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、
１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，
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７－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、１，１０
－ドデカンジオール、１，１１－ウンデカンジオール、１，１２－ドデカンジオール、１
，１３－トリデカンジオール、１，１４－テトラデカンジオール、１，１８－オクタデカ
ンジオール、１，２０－エイコサンジオールなどが挙げられる。これらの中では、入手容
易性やコスト、融点を考慮すると１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオールが
好ましい。
【００４３】
　ジオール成分としては、分岐型の脂肪族ジオールを用いることもできるが、この場合、
結晶性の確保の観点から、直鎖型の脂肪族ジオールと共に使用し、かつ、当該直鎖型の脂
肪族ジオールの割合を高めにして使用することが好ましい。このように直鎖型の脂肪族ジ
オールの割合を高めにして使用することによって、結晶性が確保されて製造されるトナー
に優れた低温定着性が確実に得られ、最終的に形成される画像において融点降下による画
像保存性の低下が抑制され、さらには耐ブロッキング性が確実に得られる。
【００４４】
　ジオール成分は、一種単独で用いてもよいし、二種以上用いてもよい。
【００４５】
　結晶性ポリエステル樹脂を形成するためのジオール成分としては、脂肪族ジオールの含
有量が８０構成モル％以上とされることが好ましく、より好ましくは９０構成モル％以上
であり、さらに好ましくは１００構成モル％である。ジオール成分における脂肪族ジオー
ルの含有量が８０構成モル％以上とされることにより、結晶性ポリエステル樹脂の結晶性
を確保することができて製造されるトナーに優れた低温定着性が得られると共に最終的に
形成される画像に光沢性が得られる。
【００４６】
　脂肪族ジオール以外のジオールとしては、二重結合を有するジオール、スルホン酸基を
有するジオールなどが挙げられ、具体的には、二重結合を有するジオールとしては、例え
ば、２－ブテン－１，４－ジオール、３－ブテン－１，６－ジオール、４－ブテン－１，
８－ジオールなどが挙げられる。ジオール成分における二重結合を有するジオールの含有
量は２０構成モル％以下とされることが好ましい。二重結合を有するジオールの含有量が
２０構成モル％以下であることにより、得られるポリエステル樹脂が融点の大幅に低減さ
れたものとなることがなく、従って、フィルミングが発生する虞が小さい。
【００４７】
　結晶性ポリエステル樹脂の製造方法としては、特に制限はなく、酸成分（ジカルボン酸
成分）とアルコール成分（ジオール成分）とを反応させる一般的なポリエステル重合法で
製造することができ、例えば、直接重縮合、エステル交換法等を、モノマーの種類によっ
て使い分けて製造する。酸成分とアルコール成分とを反応させる際のモル比（酸成分／ア
ルコール成分）としては、反応条件等によっても異なるため、これに制限されないが、ア
ルコール成分（ジオール成分）のヒドロキシル基［ＯＨ］と酸成分（ジカルボン酸成分）
のカルボキシル基［ＣＯＯＨ］との当量比［ＯＨ］／［ＣＯＯＨ］が、１．５／１～１／
１．５とされることが好ましく、さらに好ましくは１．２／１～１／１．２である。酸成
分とアルコール成分との使用比率が上記の範囲にあることにより、所望の分子量を有する
結晶性ポリエステル樹脂を確実に得ることができる。
【００４８】
　結晶性ポリエステル樹脂の製造は、重合温度１８０～２３０℃の間で行うことができ、
必要に応じて反応系内を減圧にし、縮合時に発生する水やアルコールを除去しながら反応
させる。
【００４９】
　モノマーが、反応温度下で溶解または相溶しない場合は、高沸点の溶剤を溶解補助剤と
して加え溶解させてもよい。重縮合反応においては、溶解補助溶剤を留去しながら行う。
共重合反応において相溶性の悪いモノマーが存在する場合は、あらかじめ相溶性の悪いモ
ノマーとそのモノマーと重縮合予定の酸またはアルコールとを縮合させておいてから主成
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分と共に重縮合させるとよい。
【００５０】
　ポリエステル樹脂の製造時に使用可能な触媒としては、ナトリウム、リチウム等のアル
カリ金属化合物；マグネシウム、カルシウム等のアルカリ土類金属化合物；亜鉛、マンガ
ン、アンチモン、チタン、スズ、ジルコニウム、ゲルマニウム等の金属化合物；亜リン酸
化合物；リン酸化合物；及びアミン化合物等が挙げられる。
【００５１】
　具体的には、酢酸ナトリウム、炭酸ナトリウム、酢酸リチウム、炭酸リチウム、酢酸カ
ルシウム、ステアリン酸カルシウム、酢酸マグネシウム、酢酸亜鉛、ステアリン酸亜鉛、
ナフテン酸亜鉛、塩化亜鉛、酢酸マンガン、ナフテン酸マンガン、チタンテトラエトキシ
ド、チタンテトラプロポキシド、チタンテトライソプロポキシド、チタンテトラブトキシ
ド、三酸化アンチモン、トリフェニルアンチモン、トリブチルアンチモン、ギ酸スズ、シ
ュウ酸スズ、テトラフェニルスズ、ジブチルスズジクロライド、ジブチルスズオキシド、
ジフェニルスズオキシド、ジルコニウムテトラブトキシド、ナフテン酸ジルコニウム、炭
酸ジルコニール、酢酸ジルコニール、ステアリン酸ジルコニール、オクチル酸ジルコニー
ル、酸化ゲルマニウム、トリフェニルホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフ
ェニル）ホスファイト、エチルトリフェニルホスホニウムブロマイド、トリエチルアミン
、トリフェニルアミン等の化合物が挙げられる。
【００５２】
　ポリエステル樹脂の酸価は、合成時に所望の値になったところで反応を止めることによ
って制御することができる。
【００５３】
　結晶性ポリエステル樹脂の含有量は、トナー全体に対して通常１～４０質量％、好まし
くは３～３５質量％、より好ましくは５～２０質量％となる量とすることが好ましい。結
晶性ポリエステル樹脂の添加量が４０質量％以下であると、外添剤の埋没やフィルミング
などの発生が少ない。また、１質量％以上であると低温定着性向上の効果が効果的に得ら
れる。
【００５４】
　本発明において２種以上の結晶性ポリエステル樹脂を使用しても構わない。
【００５５】
　＜非結晶性ポリエステル樹脂＞
　第一実施形態の静電荷像現像用トナーは、非結晶性ポリエステル樹脂を、結着樹脂を形
成する樹脂成分に対して、好ましくは５～９５質量％、より好ましくは６５～９５質量％
、さらに好ましくは７０～９０質量％、特に好ましくは８０～９０質量％含む。非結晶ポ
リエステル樹脂を上記範囲の含有量で用いることで、良好な低温定着性が得られる。
【００５６】
　非結晶性ポリエステル樹脂は、主として多価カルボン酸成分と多価アルコール成分との
縮重合により得られる、上記結晶性ポリエステル樹脂以外のポリエステル樹脂である。つ
まり、通常は融点を有さず、比較的高いガラス転移点温度（Ｔｇ）を有するものである。
より具体的には、ガラス転移点温度（Ｔｇ）は、４０～９０℃であることが好ましく、特
に４５～８０℃であることが好ましい。なお、ガラス転移点温度（Ｔｇ）は、実施例に記
載の方法で測定する。
【００５７】
　また、非結晶性ポリエステル主鎖に対して他成分を共重合したポリマーの場合、他成分
が５０質量％以下の場合、この共重合体も本発明における非結晶性ポリエステル樹脂であ
る。
【００５８】
　非結晶性ポリエステル樹脂における多価カルボン酸成分の例としては、テレフタル酸、
イソフタル酸、無水フタル酸、無水トリメリット酸、ピロメリット酸、ナフタレンジカル
ボン酸、などの芳香族カルボン酸類；無水マレイン酸、フマル酸、コハク酸、アルケニル
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無水コハク酸、アジピン酸、スペリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、１，９－ノナンジ
カルボン酸、１，１０－デカンジカルボン酸、１，１２－ドデカンジカルボン酸、１，１
４－テトラデカンジカルボン酸、１，１８－オクタデカンジカルボン酸などの脂肪族カル
ボン酸類；シクロヘキサンジカルボン酸などの脂環式カルボン酸類；およびこれらの酸の
低級アルキルエステル、酸無水物などが挙げられ、これらを１種又は２種以上用いること
ができる。これら多価カルボン酸の中でも、芳香族カルボン酸を用いることが好ましく、
また良好なる定着性を確保するために架橋構造あるいは分岐構造をとるためにジカルボン
酸とともに３価以上のカルボン酸（トリメリット酸やその酸無水物等）を併用することが
好ましい。
【００５９】
　非結晶性ポリエステル樹脂における多価アルコール成分の例としては、エチレングリコ
ール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコール、１，３
－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、ネオペンチ
ルグリコール、１，６－ヘキサンジオール、１，７－ヘプタンジオール、１，８－オクタ
ンジオール、１，９－ノナンジオール、１，１０－ドデカンジオール、１，１１－ウンデ
カンジオール、１，１２－ドデカンジオール、１，１３－トリデカンジオール、１，１４
－テトラデカンジオール、１，１８－オクタデカンジオール、１，２０－エイコサンジオ
ールなどの脂肪族ジオール；シクロヘキサンジオール、シクロヘキサンジメタノールなど
の脂環式ジオール類；ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦなどのビスフェノール類、お
よびこれらのエチレンオキサイド付加物、プロピレンオキサイド付加物などのビスフェノ
ール類のアルキレンオキサイド付加物などの芳香族ジオール類が挙げられる。また、３価
以上の多価アルコール成分としては、グリセリン、トリメチロールプロパン、ペンタエリ
スリトール、ソルビトールなどが挙げられる。これらの多価アルコール成分は１種単独で
用いてもよく２種以上併用してもよい。これら多価アルコールの中でも、脂環式ジオール
類、芳香族ジオール類が好ましく、このうち芳香族ジオールがより好ましい。また、より
良好なる定着性を確保するため、架橋構造あるいは分岐構造をとるためにジオールととも
に３価以上の多価アルコール（グリセリン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリト
ール）を併用することも好ましい。また、非結晶性ポリエステル樹脂を形成しうる多価ア
ルコール成分としては、２－ブチン－１，４ジオール、３－ブチン－１，４ジオール、９
－オクタデゼン－７，１２ジオールなどの不飽和多価アルコールなども用いることができ
る。
【００６０】
　これらの中でも、帯電性やトナー強度の観点から、多価アルコール成分としてはビスフ
ェノールＡのエチレンオキサイド付加物とプロピレンオキサイド付加物を用いることが好
ましい。
【００６１】
　非結晶性ポリエステル樹脂の軟化温度は、７０～１４０℃が好ましく、更に７０～１２
５℃が好ましい。また、非結晶性ポリエステル樹脂の酸価は５～７０ｍｇＫＯＨ／ｇが好
ましい。
【００６２】
　非結晶性ポリエステル樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、８０００～４００００が好ま
しく、１００００～３００００がさらに好ましい。また、非結晶性ポリエステル樹脂の数
平均分子量（Ｍｎ）は、好ましくは３，０００～１００，０００、より好ましくは４，０
００～７０，０００である。非結晶性ポリエステル樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）および
数平均分子量（Ｍｎ）がかかる範囲である場合、得られるトナーが耐ブロッキング性に優
れ、低温定着性も得ることができる。
【００６３】
　非結晶性ポリエステル樹脂の含有量は、トナー全体に対して通常５０～９５質量％、好
ましくは５５～９０質量％となる量とすることが好ましい。かような範囲であると得られ
るトナーが耐ブロッキング性に優れ、低温定着性も得ることができる。
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【００６４】
　本発明において２種以上の非結晶性ポリエステル樹脂を使用しても構わない。
【００６５】
　＜スチレン－アクリル樹脂＞
　第一実施形態の静電荷像現像用トナーは、スチレン－アクリル樹脂を、結着樹脂を形成
する樹脂成分に対して、好ましくは５～９０質量％、より好ましくは１０～８０質量％、
さらに好ましくは２０～７０質量％含む。スチレン－アクリル樹脂を上記範囲の含有量で
用いることで、耐久性等の効果が発揮される。
【００６６】
　スチレン－アクリル樹脂とは芳香族系ビニル単量体および（メタ）アクリル酸エステル
系単量体は、ラジカル重合を行うことができるエチレン性不飽和結合を有するものである
。
【００６７】
　芳香族系ビニル単量体としては、例えば、スチレン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチル
スチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－フェニルスチレン、ｐ－ク
ロロスチレン、ｐ－エチルスチレン、ｐ－ｎ－ブチルスチレン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルス
チレン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチレン、ｐ－ｎ－オクチルスチレン、ｐ－ｎ－ノニルスチレ
ン、ｐ－ｎ－デシルスチレン、ｐ－ｎ－ドデシルスチレン、２，４－ジメチルスチレン、
３，４－ジクロロスチレンなどおよびその誘導体が挙げられる。
【００６８】
　これらの芳香族系ビニル単量体は１種単独で、または２種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
【００６９】
　（メタ）アクリル酸エステル系単量体としては、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル
、アクリル酸ブチル、アクリル酸－２－エチルヘキシル、アクリル酸シクロヘキシル、ア
クリル酸フェニル、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ブチル、メ
タクリル酸ヘキシル、メタクリル酸－２－エチルヘキシル、β－ヒドロキシアクリル酸エ
チル、γ－アミノアクリル酸プロピル、メタクリル酸ステアリル、メタクリル酸ジメチル
アミノエチル、メタクリル酸ジエチルアミノエチルなどが挙げられる。
これらの（メタ）アクリル酸エステル系単量体は１種単独で、または２種以上を組み合わ
せて用いることができる。
【００７０】
　スチレン－アクリル樹脂の芳香族系ビニル単量体および（メタ）アクリル酸エステル系
単量体としては、優れた帯電性、画質特性などを得る観点から、スチレンまたはその誘導
体を多く用いることが好ましい。具体的には、スチレンまたはその誘導体の使用量が、ス
チレン－アクリル樹脂を形成するために用いられる全単量体（芳香族系ビニル単量体およ
び（メタ）アクリル酸エステル系単量体）中の５０質量％以上であることが好ましい。
【００７１】
　スチレン－アクリル樹脂の分子量（重量平均分子量Ｍｗ）は、トナーの機械的強度、及
び得られた定着画像の画像強度や製造性、また定着性の観点から、１００００～６０００
０が好ましく、１５０００～５５０００がさらに好ましい。
【００７２】
　スチレン－アクリル樹脂の数平均分子量（Ｍｎ）は、上記と同様の観点から、好ましく
は２０００～３００００であり、より好ましくは３０００～２００００である。
【００７３】
　スチレン－アクリル樹脂の重合においては、ラジカル重合開始剤の存在下で重合を行う
ことが好ましく、ラジカル重合開始剤の添加の時期は特に制限されないが、ラジカル重合
の制御が容易であるという点で、当該スチレン－アクリル系重合体セグメントの重合を形
成するための芳香族系ビニル単量体および（メタ）アクリル酸エステル系単量体を混合し
た後で添加することが好ましい。
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【００７４】
　重合開始剤としては、公知の種々の重合開始剤が好適に用いられる。具体的には、例え
ば過酸化水素、過酸化アセチル、過酸化クミル、過酸化－ｔｅｒｔ－ブチル、過酸化プロ
ピオニル、過酸化ベンゾイル、過酸化クロロベンゾイル、過酸化ジクロロベンゾイル、過
酸化ブロモメチルベンゾイル、過酸化ラウロイル、過硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウ
ム、過硫酸カリウム、ペルオキシ炭酸ジイソプロピル、テトラリンヒドロペルオキシド、
１－フェニル－２－メチルプロピル－１－ヒドロペルオキシド、過トリフェニル酢酸－ｔ
ｅｒｔ－ブチルヒドロペルオキシド、過ギ酸－ｔｅｒｔ－ブチル、過酢酸－ｔｅｒｔ－ブ
チル、過安息香酸－ｔｅｒｔ－ブチル、過フェニル酢酸－ｔｅｒｔ－ブチル、過メトキシ
酢酸－ｔｅｒｔ－ブチル、過Ｎ－（３－トルイル）パルミチン酸－ｔｅｒｔ－ブチルなど
の過酸化物類；２，２’－アゾビス（２－アミノジプロパン）塩酸塩、２，２’－アゾビ
ス－（２－アミノジプロパン）硝酸塩、１，１’－アゾビス（１－メチルブチロニトリル
－３－スルホン酸ナトリウム）、４，４’－アゾビス－４－シアノ吉草酸、ポリ（テトラ
エチレングリコール－２，２’－アゾビスイソブチレート）などのアゾ化合物などが挙げ
られる。
【００７５】
　また、スチレン－アクリル樹脂の重合においては、スチレン－アクリル樹脂の分子量を
調整することを目的として、一般的に用いられる連鎖移動剤を用いることができる。連鎖
移動剤としては特に限定されるものではなく、例えばアルキルメルカプタン（好ましくは
ｎ－オクチルメルカプタン）、メルカプト脂肪酸エステルなどを挙げることができる。
【００７６】
　連鎖移動剤は、当該スチレン－アクリル樹脂の重合を形成するための芳香族系ビニル単
量体および（メタ）アクリル酸エステル系単量体の混合工程において樹脂材料と共に混合
させておくことが好ましい。
【００７７】
　連鎖移動剤の添加量は、所望するスチレン－アクリル樹脂の分子量や分子量分布によっ
て異なるが、具体的には、モノマーに対して０．０１～５質量％の範囲で添加することが
好ましい。
【００７８】
　当該スチレン－アクリル樹脂の重合における重合温度は、特に限定されず、適宜選択す
ることができる。重合温度としては、例えば、６５℃以上１２５℃以下であることが好ま
しく、７０℃以上１２０℃以下であることがより好ましく、７５℃以上１１５℃以下であ
ることがさらに好ましい。
【００７９】
　本発明において２種以上のスチレン-アクリル樹脂を使用しても構わない。
【００８０】
　［式（１）で表される着色剤と式（２）で表される金属含有化合物とが反応した化合物
］
　第一実施形態の静電荷像現像用トナーは、式（１）で表される着色剤と式（２）で表さ
れる金属含有化合物とが反応した化合物を含む。式（１）で表される着色剤（以下、「着
色剤（１）」と称する場合がある）と、式（２）で表される金属含有化合物（以下、「金
属含有化合物（２）」と称する場合がある）とは、１：１（モル比）で反応して、イオン
性化合物を形成する。着色剤（１）と金属含有化合物（２）とがイオン性化合物を形成す
ることで本発明の技術的効果を発揮するため、着色剤（１）と金属含有化合物（２）とは
、着色剤（１）：金属含有化合物（２）のモル比が１：０．７～１．２となるように用い
るのが好ましい。
【００８１】
　以下、式（１）および式（２）で表される金属含有化合物について述べる。
【００８２】
　＜式（１）で表される着色剤＞
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　第一実施形態の静電荷像現像用トナーは、着色剤として下記式（１）で表される着色剤
を含む。
【００８３】
【化５】

【００８４】
　上記式（１）中、Ｒｘ１およびＲｘ２は、それぞれ独立して、置換または非置換の炭素
数１～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル基である。具体的には、メチル基、エ
チル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、２－メチルプロピル基、ｎ－ブチル基、イソ
ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｉｓｏ－アミル基
、ｔｅｒｔ－ペンチル基、ネオペンチル基、ｎ－へキシル基、３－メチルペンタン－２－
イル基、３－メチルペンタン－３－イル基、４－メチルペンチル基、４－メチルペンタン
－２－イル基、１，３－ジメチルブチル基、３，３－ジメチルブチル基、３，３－ジメチ
ルブタン－２－イル基、ｎ－ヘプチル基、１－メチルヘキシル基、３－メチルヘキシル基
、４－メチルヘキシル基、５－メチルヘキシル基、１－エチルペンチル基、１－（ｎ－プ
ロピル）ブチル基、１，１－ジメチルペンチル基、１，４－ジメチルペンチル基、１，１
－ジエチルプロピル基、１，３，３－トリメチルブチル基、１－エチル－２，２－ジメチ
ルプロピル基、ｎ－オクチル基、２－エチルヘキシル基、２－メチルヘキサン－２－イル
基、２，４－ジメチルペンタン－３－イル基、１，１－ジメチルペンタン－１－イル基、
２，２－ジメチルヘキサン－３－イル基、２，３－ジメチルヘキサン－２－イル基、２，
５－ジメチルヘキサン－２－イル基、２，５－ジメチルヘキサン－３－イル基、３，４－
ジメチルヘキサン－３－イル基、３，５－ジメチルヘキサン－３－イル基、１－メチルヘ
プチル基、２－メチルヘプチル基、５－メチルヘプチル基、２－メチルヘプタン－２－イ
ル基、３－メチルヘプタン－３－イル基、４－メチルヘプタン－３－イル基、４－メチル
ヘプタン－４－イル基、１－エチルヘキシル基、２－エチルヘキシル基、１－プロピルペ
ンチル基、２－プロピルペンチル基、１，１－ジメチルヘキシル基、１，４－ジメチルヘ
キシル基、１，５－ジメチルヘキシル基、１－エチル－１－メチルペンチル基、１－エチ
ル－４－メチルペンチル基、１，１，４－トリメチルペンチル基、２，４，４－トリメチ
ルペンチル基、１－イソプロピル－１，２－ジメチルプロピル基、１，１，３，３－テト
ラメチルブチル基、ｎ－ノニル基、１－メチルオクチル基、６－メチルオクチル基、１－
エチルヘプチル基、１－（ｎ－ブチル）ペンチル基、４－メチル－１－（ｎ－プロピル）
ペンチル基、１，５，５－トリメチルヘキシル基、１，１，５－トリメチルヘキシル基、
２－メチルオクタン－３－イル基、ｎ－デシル基、１－メチルノニル基、１－エチルオク
チル基、１－（ｎ－ブチル）ヘキシル基、１，１－ジメチルオクチル基、３，７－ジメチ
ルオクチル基、ｎ－ウンデシル基、１－メチルデシル基、１－エチルノニル基、ｎ－ドデ
シル基、１－メチルウンデシル基、ｎ－トリデシル基、ｎ－テトラデシル基、１－メチル
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トリデシル基、ｎ－ペンタデシル基、ｎ－ヘキサデシル基、ｎ－ヘプタデシル基、ｎ－オ
クタデシル基、ｎ－ノナデシル基、ｎ－エイコシル基、シクロプロピル基、シクロブチル
基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、４－ｔｅｒｔ－ブチル－シクロヘキシル基等
が挙げられる。
【００８５】
　前記アルキル基の１つ以上の水素原子は、置換基で置換されていてもよい。該置換基の
例としては、アルケニル基（例えば、ビニル基、アリル基等）、アルキニル基（例えば、
エチニル基、プロパルギル基等）、芳香族炭化水素基（例えば、フェニル基、ナフチル基
等）、芳香族複素環基（例えば、フリル基、チエニル基、ピリジル基、ピリダジル基、ピ
リミジル基、ピラジル基、トリアジル基、イミダゾリル基、ピラゾリル基、チアゾリル基
、ベンゾイミダゾリル基、ベンゾオキサゾリル基、キナゾリル基、フタラジル基等）、複
素環基（例えば、ピロリジル基、イミダゾリジル基、モルホリル基、オキサゾリジル基等
）、アルコキシ基（例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロピルオキシ基、ペンチルオキ
シ基、ヘキシルオキシ基、オクチルオキシ基、ドデシルオキシ基等）、シクロアルコキシ
基（例えば、シクロペンチルオキシ基、シクロヘキシルオキシ基等）、アリールオキシ基
（例えば、フェノキシ基、ナフチルオキシ基等）、アルキルチオ基（例えば、メチルチオ
基、エチルチオ基、プロピルチオ基、ペンチルチオ基、ヘキシルチオ基、オクチルチオ基
、ドデシルチオ基等）、シクロアルキルチオ基（例えば、シクロペンチルチオ基、シクロ
ヘキシルチオ基等）、アリールチオ基（例えば、フェニルチオ基、ナフチルチオ基等）、
アルコキシカルボニル基（例えば、メチルオキシカルボニル基、エチルオキシカルボニル
基、ブチルオキシカルボニル基、オクチルオキシカルボニル基、ドデシルオキシカルボニ
ル基等）、アルコキシアルキレンエーテル基（例えば、メトキシエチレンエーテル基）、
アルキルアミノカルボニル基（例えば、ジエチルアミノカルボニル基）、アリールオキシ
カルボニル基（例えば、フェニルオキシカルボニル基、ナフチルオキシカルボニル基等）
、ホスホリル基（例えばジメトキシホスホニル、ジフェニルホスホリル）、スルファモイ
ル基（例えば、アミノスルホニル基、メチルアミノスルホニル基、ジメチルアミノスルホ
ニル基、ブチルアミノスルホニル基、ヘキシルアミノスルホニル基、シクロヘキシルアミ
ノスルホニル基、オクチルアミノスルホニル基、ドデシルアミノスルホニル基、フェニル
アミノスルホニル基、ナフチルアミノスルホニル基、２－ピリジルアミノスルホニル基等
）、アシル基（例えば、アセチル基、エチルカルボニル基、プロピルカルボニル基、ペン
チルカルボニル基、シクロヘキシルカルボニル基、オクチルカルボニル基、２－エチルヘ
キシルカルボニル基、ドデシルカルボニル基、フェニルカルボニル基、ナフチルカルボニ
ル基、ピリジルカルボニル基等）、アシルオキシ基（例えば、アセチルオキシ基、エチル
カルボニルオキシ基、ブチルカルボニルオキシ基、オクチルカルボニルオキシ基、ドデシ
ルカルボニルオキシ基、フェニルカルボニルオキシ基等）、アミド基（例えば、メチルカ
ルボニルアミノ基、エチルカルボニルアミノ基、ジメチルカルボニルアミノ基、プロピル
カルボニルアミノ基、ペンチルカルボニルアミノ基、シクロヘキシルカルボニルアミノ基
、２－エチルヘキシルカルボニルアミノ基、オクチルカルボニルアミノ基、ドデシルカル
ボニルアミノ基、フェニルカルボニルアミノ基、ナフチルカルボニルアミノ基等）、カル
バモイル基（例えば、アミノカルボニル基、メチルアミノカルボニル基、ジメチルアミノ
カルボニル基、プロピルアミノカルボニル基、ペンチルアミノカルボニル基、シクロヘキ
シルアミノカルボニル基、オクチルアミノカルボニル基、２－エチルヘキシルアミノカル
ボニル基、ドデシルアミノカルボニル基、フェニルアミノカルボニル基、ナフチルアミノ
カルボニル基、２－ピリジルアミノカルボニル基等）、ウレイド基（例えば、メチルウレ
イド基、エチルウレイド基、ペンチルウレイド基、シクロヘキシルウレイド基、オクチル
ウレイド基、ドデシルウレイド基、フェニルウレイド基、ナフチルウレイド基、２－ピリ
ジルアミノウレイド基等）、スルフィニル基（例えば、メチルスルフィニル基、エチルス
ルフィニル基、ブチルスルフィニル基、シクロヘキシルスルフィニル基、２－エチルヘキ
シルスルフィニル基、ドデシルスルフィニル基、フェニルスルフィニル基、ナフチルスル
フィニル基、２－ピリジルスルフィニル基等）、アルキルスルホニル基（例えば、メチル
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スルホニル基、エチルスルホニル基、ブチルスルホニル基、シクロヘキシルスルホニル基
、２－エチルヘキシルスルホニル基、ドデシルスルホニル基等）、アリールスルホニル基
（フェニルスルホニル基、ナフチルスルホニル基、２－ピリジルスルホニル基等）、アミ
ノ基（例えば、アミノ基、エチルアミノ基、ジメチルアミノ基、ブチルアミノ基、ジブチ
ルアミノ基、シクロペンチルアミノ基、２－エチルヘキシルアミノ基、ドデシルアミノ基
、アニリノ基、ナフチルアミノ基、２－ピリジルアミノ基等）、アゾ基（例えば、フェニ
ルアゾ基）、アルキルスルホニルオキシ基（例えば、メタンスルホニルオキシ基）、シア
ノ基、ニトロ基、ハロゲン原子（例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子等）、ヒドロ
キシ基などが挙げられ、これらはさらに置換基を有していてもよい。これら置換基の中で
も、芳香族炭化水素基（好ましくは炭素数６～２０）、アルコキシ基（好ましくは炭素数
１～１０）、シクロアルコキシ基（好ましくは炭素数４～１０）、ハロゲン原子、ヒドロ
キシ基、アルコキシアルキレンエーテル基（好ましくは炭素数１～１０のアルコキシ気お
よび炭素数１～１０のアルキレン基）、またはアルキルアミノカルボニル基（好ましくは
炭素数１～１０のアルキル基）が好ましい。
【００８６】
　Ｒｘ１およびＲｘ２は、それぞれ独立して、非置換のアルキル基、またはアルコキシ基
で置換されたアルキル基が好ましく、非置換のアルキル基がより好ましい。
【００８７】
　また、Ｒｘ１で用いられるアルキル基に含まれる炭素数とＲｘ２で用いられるアルキル
基に含まれる炭素数との総和は、２以上であることが好ましい。
【００８８】
　上記式（１）中、Ｌｘは、水素原子、または置換もしくは非置換の炭素数１～２０の直
鎖状、分枝状もしくは環状のアルキル基である。アルキル基の具体例は、上記Ｒｘ１、Ｒ
ｘ２で用いられるアルキル基と同様であるため、ここでは詳細な説明は省略する。また、
置換基の具体例は、上記Ｒｘ１、Ｒｘ２で用いられうる置換基と同様であるため、ここで
は詳細な説明は省略する。Ｌｘは、好ましくは水素原子、または炭素数１～５のアルキル
基であり、より好ましくは水素原子、メチル基またはエチル基であり、さらに好ましくは
水素原子である。
【００８９】
　上記式（１）中、Ｇｘ１は、置換または非置換の炭素数２～２０の直鎖状、分枝状また
は環状のアルキル基である。アルキル基の具体的な例は、上記Ｒｘ１、Ｒｘ２で用いられ
るアルキル基のうち、メチル基を除いたものと同様であるため、ここでは詳細な説明は省
略する。また、置換基の具体例は、上記Ｒｘ１、Ｒｘ２で用いられうる置換基と同様であ
るため、ここでは詳細な説明は省略する。Ｇｘ１は、好ましくは分枝状のアルキル基であ
り、より好ましくは３級のアルキル基であり、さらに好ましくはイソプロピル基またはｔ
－ブチル基であり、特に好ましくはｔ－ブチル基である。
【００９０】
　上記式（１）中、Ｇｘ２は、置換または非置換の炭素数１～５の直鎖状または分枝状の
アルキル基である。Ｇｘ２で用いられるアルキル基の具体的な例としては、メチル基、エ
チル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチ
ル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｉｓｏ－アミル基、ｔｅｒｔ－ペンチル基
、またはネオペンチル基が挙げられる。置換基の具体例は、上記Ｒｘ１、Ｒｘ２で用いら
れうる置換基と同様であるため、ここでは詳細な説明は省略する。本発明の効果をより効
果的に得るという観点から、Ｇｘ２は、好ましくはメチル基またはエチル基である。
【００９１】
　上記式（１）中、Ｇｘ３は水素原子、ハロゲン原子、Ｇｘ４－ＣＯ－ＮＨ－で表される
基、またはＧｘ５－Ｎ（Ｇｘ６）－ＣＯ－で表される基であり、この際、Ｇｘ４は置換基
であり、Ｇｘ５およびＧｘ６は、それぞれ独立して、水素原子または置換基である。Ｇｘ

４、Ｇｘ５およびＧｘ６で用いられる置換基の具体例としては、上記Ｒｘ１、Ｒｘ２で用
いられうる置換基に加えて、炭素数１～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル基が
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挙げられる。Ｇｘ３は、好ましくは水素原子またはジエチルアミンカルボニル基である。
【００９２】
　上記式（１）中、Ｑｘ１、Ｑｘ２、Ｑｘ３、Ｑｘ４、およびＱｘ５は、それぞれ独立し
て、水素原子または置換基である。Ｑｘ１、Ｑｘ２、Ｑｘ３、Ｑｘ４、およびＱｘ５で用
いられる置換基の具体例としては、上記Ｒｘ１、Ｒｘ２で用いられうる置換基に加えて、
炭素数１～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル基が挙げられる。Ｑｘ１、Ｑｘ２

、Ｑｘ３、Ｑｘ４、およびＱｘ５は、それぞれ独立して、水素原子、アルキル基、ハロゲ
ン原子、アルコキシ基（好ましくは炭素数１～１０）、またはアリール基であることが好
ましく、全て水素原子であることがより好ましい。
【００９３】
　式（１）で表される着色剤としては、下記化合物が例示できる。
【００９４】
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【化６－１】

【００９５】
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【００９６】
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【化６－３】

【００９７】
　本発明に係る上記式（１）で表される着色剤は、例えば、特開昭６３－２２６６５３号
公報、特開平１０－１９３８０７号公報、同１１－７８２５８号公報、同６－２５０３５
７号公報、同２－１５５６９３号公報、同１－１１０５６５号公報、同２－６６８号公報
、同２－２８２６４号公報、同２－５３８６５号公報、同２－５３８６６号公報、英国特
許１，２５２，４１８号明細書、特開昭６４－６３１９４号公報、特開平２－２０８０９
４号公報、同３－２０５１８９号公報、同２－２６５７９１号公報、同２－３１００８７
号公報、同２－５３８６６号公報、特開平４－９１９８７号公報、特開昭６３－２０５２
８８号公報、特開平３－２２６７５０号公報、英国特許１，１８３，５１５号明細書、特
開平４－１９０３４８号公報、特開昭６３－１１３０７７号公報、特開平３－２７５７６
７号公報、同４－１３７７４号公報、同４－８９２８７号公報、特開平７－１７５１８７
号公報、同１０－６０２９６号公報、同１１－７８２５８号公報、特開２００４－１３８
８３４号公報、特開２００６－３５０３００号公報等の各公報に記載された従来公知の方
法を参考にして合成することができる。
【００９８】
　これら着色剤は、単独でもまたは２種以上を組み合わせて用いてもよい。着色剤の含有
量は、トナー全体に対して０．５～１０質量％が好ましく、１～８質量％がより好ましい
。
【００９９】
　また本着色剤以外にも既存の他の着色剤を添加剤として入れても構わない。
【０１００】
　既存の他の着色剤としては、一般に知られている染料および顔料を用いることができる
が、耐光性や耐水性の観点から顔料を用いることが好ましい。式（１）の着色剤以外を用
いる場合、他の着色剤は、式（１）の着色剤に対して、０．５～１．５質量倍で用いるの
が好ましい。
【０１０１】
　他の着色剤としては、カーボンブラック、アニリンブラック、アニリンブルー、カルコ
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イルブルー、クロムイエロー、ウルトラマリンブルー、デュポンオイルレッド、キノリン
イエロー、メチレンブルークロライド、フタロシアンブルー、マラカイトグリーンオキサ
ート、ランプブラック、ローズベンガル、キナクリドン、ベンジシンイエロー、Ｃ．Ｉ．
ピグメント・レッド５７：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１８５、Ｃ．Ｉ．ピグメント
・レッド２３８、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１２、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１
７、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー９７、Ｃ．Ｉ
．ピグメント・イエロー７４、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメン
ト・ブルー１５：３などの公知の顔料を使用することができる。
【０１０２】
　各色のトナーを得るための着色剤は、各色について、１種単独でまたは２種以上を組み
合わせて使用することができる。
【０１０３】
　＜式（２）で表される金属含有化合物＞
　第一実施形態の静電荷像現像用トナーは、着色剤として下記式（２）で表される金属含
有化合物を含む。
【０１０４】
【化７】

【０１０５】
　上記式（２）中、Ｒ１は置換または非置換の炭素数１～２０の直鎖状、分枝状または環
状のアルキル基である。アルキル基の具体的な例は、上記着色剤の項の式（１）中のＲｘ

１、Ｒｘ２で用いられるアルキル基と同様であるため、ここでは詳細な説明は省略する。
【０１０６】
　上記アルキル基の１つ以上の水素原子は、置換基で置換されていてもよい。該置換基の
例としては、アルケニル基（例えば、ビニル基、アリル基等）、アルキニル基（例えば、
エチニル基、プロパルギル基等）、アリール基（例えば、フェニル基、ナフチル基、４－
オクチルオキシベンゼン等）、複素アリール基（例えば、フリル基、チエニル基、ピリジ
ル基、ピリダジル基、ピリミジル基、ピラジル基、トリアジル基、イミダゾリル基、ピラ
ゾリル基、チアゾリル基、ベンゾイミダゾリル基、ベンゾオキサゾリル基、キナゾリル基
、フタラジル基等）、複素環基（例えば、ピロリジル基、イミダゾリジル基、モルホリル
基、オキサゾリジル基等）、アルコキシ基（例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロピル
オキシ基、ペンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、オクチルオキシ基、ドデシルオキシ基
、シクロペンチルオキシ基、シクロヘキシルオキシ基等）、アリールオキシ基（例えば、
フェノキシ基、ナフチルオキシ基等）、アルキルチオ基（例えば、メチルチオ基、エチル
チオ基、プロピルチオ基、ペンチルチオ基、ヘキシルチオ基、オクチルチオ基、ドデシル
チオ基、シクロペンチルチオ基、シクロヘキシルチオ基等）、アリールチオ基（例えば、
フェニルチオ基、ナフチルチオ基等）、アルコキシカルボニル基（例えば、メチルオキシ
カルボニル基、エチルオキシカルボニル基、ブチルオキシカルボニル基、オクチルオキシ
カルボニル基、ドデシルオキシカルボニル基等）、アリールオキシカルボニル基（例えば
、フェニルオキシカルボニル基、ナフチルオキシカルボニル基等）、スルファモイル基（
例えば、アミノスルホニル基、メチルアミノスルホニル基、ジメチルアミノスルホニル基
、ブチルアミノスルホニル基、ヘキシルアミノスルホニル基、シクロヘキシルアミノスル
ホニル基、オクチルアミノスルホニル基、ドデシルアミノスルホニル基、フェニルアミノ
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スルホニル基、ナフチルアミノスルホニル基、２－ピリジルアミノスルホニル基等）、ア
シル基（例えば、アセチル基、エチルカルボニル基、プロピルカルボニル基、ペンチルカ
ルボニル基、シクロヘキシルカルボニル基、オクチルカルボニル基、２－エチルヘキシル
カルボニル基、ドデシルカルボニル基、フェニルカルボニル基、ナフチルカルボニル基、
ピリジルカルボニル基等）、アシルオキシ基（例えば、アセチルオキシ基、エチルカルボ
ニルオキシ基、ブチルカルボニルオキシ基、オクチルカルボニルオキシ基、ドデシルカル
ボニルオキシ基、フェニルカルボニルオキシ基等）、アミド基（例えば、メチルカルボニ
ルアミノ基、エチルカルボニルアミノ基、ジメチルカルボニルアミノ基、プロピルカルボ
ニルアミノ基、ペンチルカルボニルアミノ基、シクロヘキシルカルボニルアミノ基、２－
エチルヘキシルカルボニルアミノ基、オクチルカルボニルアミノ基、ドデシルカルボニル
アミノ基、フェニルカルボニルアミノ基、ナフチルカルボニルアミノ基等）、カルバモイ
ル基（例えば、アミノカルボニル基、メチルアミノカルボニル基、ジメチルアミノカルボ
ニル基、プロピルアミノカルボニル基、ペンチルアミノカルボニル基、シクロヘキシルア
ミノカルボニル基、オクチルアミノカルボニル基、２－エチルヘキシルアミノカルボニル
基、ドデシルアミノカルボニル基、フェニルアミノカルボニル基、ナフチルアミノカルボ
ニル基、２－ピリジルアミノカルボニル基等）、ウレイド基（例えば、メチルウレイド基
、エチルウレイド基、ペンチルウレイド基、シクロヘキシルウレイド基、オクチルウレイ
ド基、ドデシルウレイド基、フェニルウレイド基、ナフチルウレイド基、２－ピリジルア
ミノウレイド基等）、スルフィニル基（例えば、メチルスルフィニル基、エチルスルフィ
ニル基、ブチルスルフィニル基、シクロヘキシルスルフィニル基、２－エチルヘキシルス
ルフィニル基、ドデシルスルフィニル基、フェニルスルフィニル基、ナフチルスルフィニ
ル基、２－ピリジルスルフィニル基等）、アルキルスルホニル基（例えば、メチルスルホ
ニル基、エチルスルホニル基、ブチルスルホニル基、シクロヘキシルスルホニル基、２－
エチルヘキシルスルホニル基、ドデシルスルホニル基等）、アリールスルホニル基（フェ
ニルスルホニル基、ナフチルスルホニル基、２－ピリジルスルホニル基等）、アミノ基（
例えば、アミノ基、エチルアミノ基、ジメチルアミノ基、ブチルアミノ基、シクロペンチ
ルアミノ基、２－エチルヘキシルアミノ基、ドデシルアミノ基、アニリノ基、ナフチルア
ミノ基、２－ピリジルアミノ基等）、シアノ基、ニトロ基、ハロゲン原子（例えば、塩素
原子、臭素原子、フッ素原子、ヨウ素原子等）などが挙げられ、これらの基はさらに同様
の基で置換されていてもよい。
【０１０７】
　Ｒ１として、好ましくは炭素数１～４のアルキル基であり、より好ましくは炭素数１～
４の直鎖状のアルキル基であり、さらに好ましくはメチル基またはエチル基であり、特に
好ましくはメチル基である。
【０１０８】
　上記式（２）中、Ｒ２は水素原子、アルコキシカルボニル基、アリールカルボニル基、
アリールオキシカルボニル基、スルファモイル基、スルフィニル基、アルキルスルホニル
基、アリールスルホニル基、アシル基、ニトロフェニル基、ハロゲン原子、またはシアノ
基である。
【０１０９】
　さらに具体的には、メチルオキシカルボニル基、エチルオキシカルボニル基、ブチルオ
キシカルボニル基、オクチルオキシカルボニル基、ドデシルオキシカルボニル基等のアル
コキシカルボニル基；フェニルカルボニル基などのアリールカルボニル基；フェニルオキ
シカルボニル基、ナフチルオキシカルボニル基等のアリールオキシカルボニル基；アミノ
スルホニル基、メチルアミノスルホニル基、ジメチルアミノスルホニル基、ブチルアミノ
スルホニル基、ヘキシルアミノスルホニル基、シクロヘキシルアミノスルホニル基、オク
チルアミノスルホニル基、ドデシルアミノスルホニル基等のアルキルスルホニルアミノ基
、およびフェニルアミノスルホニル基、３－メチル－４－ドデシルオキシ－５－ｔ－ブチ
ルフェニルアミノスルホニル基、ナフチルアミノスルホニル基、２－ピリジルアミノスル
ホニル基等のアリールスルホニルアミノ基のスルファモイル基；メチルスルフィニル基、
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エチルスルフィニル基、ブチルスルフィニル基、シクロヘキシルスルフィニル基、２－エ
チルヘキシルスルフィニル基、ドデシルスルフィニル基、フェニルスルフィニル基、ナフ
チルスルフィニル基、２－ピリジルスルフィニル基等のスルフィニル基；メチルスルホニ
ル基、エチルスルホニル基、ブチルスルホニル基、シクロヘキシルスルホニル基、２－エ
チルヘキシルスルホニル基、ドデシルスルホニル基等のアルキルスルホニル基；フェニル
スルホニル基、４－メチルフェニルスルホニル基、ナフチルスルホニル基、２－ピリジル
スルホニル基等のアリールスルホニル基；アセチル基、エチルカルボニル基、プロピルカ
ルボニル基、ペンチルカルボニル基、ヘキシルカルボニル基、シクロヘキシルカルボニル
基、オクチルカルボニル基、２－エチルヘキシルカルボニル基、ドデシルカルボニル基、
フェニルカルボニル基、ナフチルカルボニル基、ピリジルカルボニル基等のアシル基；ハ
ロゲン原子（例えば、塩素原子、臭素原子、フッ素原子、ヨウ素原子等）、シアノ基など
が挙げられる。
【０１１０】
　Ｒ２として好ましくはアルコキシカルボニル基（好ましくは炭素数２～１０）、アリー
ルカルボニル基（好ましくは炭素数２～１０）、アルキルスルホニル基（好ましくは炭素
数７～１０）、アリールスルホニル基（好ましくは炭素数６～１０）、アシル基（好まし
くは炭素数２～１０）、シアノ基であり、より好ましくはアルコキシカルボニル基（好ま
しくは炭素数２～１０、アシル基（好ましくは炭素数２～１０、シアノ基であり、さらに
好ましくはシアノ基である。
【０１１１】
　上記式（２）中、Ｒ３は置換または非置換の炭素数９～１２０の芳香族炭化水素含有基
である。
【０１１２】
　ここで、炭素数９～１２０の芳香族炭化水素含有基とは、Ｒ３中の炭素数の合計が９～
１２０であり、かつ、Ｒ３の中の任意の位置に芳香族炭化水素構造を含有している基を指
す。芳香族炭化水素構造の例としては、アリール基（例えば、フェニル基、ナフチル基等
）であり、例えば、芳香族炭化水素構造がフェニル基の場合、さらに、炭素数が３以上の
任意の置換基とともにＲ３を形成することになる。この場合、炭素数が１の置換基を３つ
以上有してもよく、炭素数が１の置換基と炭素数が２の置換基をそれぞれ１つ以上有して
いてもよい。Ｒ３中の炭素数の合計は、９～４０であることが好ましく、１２～４０であ
ることがより好ましく、１４～３０であることがさらに好ましい。
【０１１３】
　Ｒ３として好ましくは、下記式（３）で表される基である。
【０１１４】
【化８】

【０１１５】
　上記式（３）中、Ｌは、炭素数１～１５の直鎖状または分枝状のアルキレン基、－ＳＯ

２Ｏ－、－ＯＳＯ２－、－ＳＯ２－、－ＣＯ－、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ２ＮＨ－、－Ｎ
ＨＳＯ２－、－ＣＯＮＨ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＯ－、および－ＯＯＣ－から選択され
る２価の連結基を単独または複数組み合わせてできる基を表し、＊において、一般式（２
）のＲ３に隣接する酸素原子と結合する。
【０１１６】
　炭素数１～１５の直鎖状または分枝状のアルキレン基の具体例としては、例えば、メチ
レン基、エチレン基、トリメチレン基、テトラメチレン基、プロピレン基、エチルエチレ
ン基、ペンタメチレン基、ヘキサメチレン基、２，２，４－トリメチルヘキサメチレン基
、ヘプタメチレン基、オクタメチレン基、ノナメチレン基、デカメチレン基、ウンデカメ
チレン基、ドデカメチレン基、トリデカメチレン基、テトラデカメチレン基、ペンタデカ
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【０１１７】
　Ｌは、置換基を有してもよく、置換基としては上記一般式（２）のＲ１で用いられる置
換基と同様の基をあげることができる。
【０１１８】
　Ｌで表される２価の連結基として、好ましくはアルキレン基、またはアルキレン基を含
む基である。アルキレン基を含む基とは、Ｌで表される２価の連結基中に任意の位置にア
ルキレン基を含んでいればよく、具体的にはアルキレン基と、－ＳＯ２Ｏ－、－ＯＳＯ２

－、－ＳＯ２－、－ＣＯ－、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ２ＮＨ－、－ＮＨＳＯ２－、－ＣＯ
ＮＨ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＯ－、および－ＯＯＣ－から選択される２価の連結基を１
つ、または複数組み合わせてできる基のことである。
【０１１９】
　Ｌは、好ましくは炭素数１～１０のアルキレン基、－Ｒ６－Ｏ－基、－Ｒ６－ＣＯ－基
、－Ｒ６－ＮＨＣＯ－基、－Ｒ６－ＳＯ２－基、－Ｒ６－ＣＯＳ－基、－ＮＨ－ＳＯ２－
基、－ＮＨ－ＳＯ２－Ｒ６－基、または－Ｒ６－Ｏ－Ｒ６－Ｏ－Ｒ６－基であり、この際
、－Ｒ６－は炭素数１～１０のアルキレン基である。
【０１２０】
　Ｒ４は、アリール基（例えば、フェニル基、ナフチル基等）を表す。以下に、Ｌで表さ
れる２価の連結基の具体例を示すが、本発明はこれらに限定されるものではない。Ｌは、
＊において、上記一般式（２）のＲ３に隣接する酸素原子、またはＲ４と結合する。
【０１２１】
　Ｒ３およびＲ４は、置換基を有してもよく、置換基の例としては、上記一般式（２）の
Ｒ１で用いられる置換基と同様の基を挙げることができる。
【０１２２】
　Ｌ、Ｒ３およびＲ４に置換する好ましい置換基としては、アルキル基（好ましくは炭素
数１～２０）、アルコキシ基（好ましくは炭素数１～２０）、アリールオキシ基、アルキ
ルチオ基、アリールチオ基、アルコキシカルボニル基（好ましくは炭素数２～２０）、ア
リールオキシカルボニル基、スルファモイル基、アシル基、アシルオキシ基、アミド基、
アルキルアミノカルボニル基（好ましくは炭素数２～２０）、カルバモイル基、アルキル
スルホニル基、アリールスルホニル基、アミノ基、シアノ基、ニトロ基、ハロゲン原子で
あり、より好ましくは、アルキル基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アルコキシカル
ボニル基、アリールオキシカルボニル基、スルファモイル基、アシル基、アシルオキシ基
、アミド基、カルバモイル基であり、さらに好ましくは、アルキル基、アルコキシ基、ア
リールオキシ基、アルコキシカルボニル基、アシルオキシ基、アミド基である。
【０１２３】
　Ｒ４として、好ましくはフェニル基であり、より好ましくは置換基を有するフェニル基
であり、さらに好ましくはアルキル基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アルコキシカ
ルボニル基、アシルオキシ基、またはアミド基を有するフェニル基であり、特に好ましく
はアルキル基、アルコキシ基を有するフェニル基である。
【０１２４】
　Ｒ３としてより好ましくは、下記一般式（３－１）または（３－２）で表される基であ
る。
【０１２５】
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【化９】

【０１２６】
　上記一般式（３－１）および（３－２）において、Ｌおよび＊は、上記一般式（３）中
のＬと＊と同義の基を表し、Ｘは、それぞれ独立して、－Ｏ－、－ＮＨＣＯ－、または－
ＣＯＯ－であり、Ｒ５は炭素数１～３０の直鎖状または分枝状のアルキル基を表し、ｎは
０～３の整数を表す。
【０１２７】
　Ｒ５は、好ましくは炭素数１～２０のアルキル基であり、より好ましくは炭素数１～１
０のアルキル基である。Ｒ５は置換基を有してもよく、置換基としては上記一般式（２）
のＲ１で用いられる置換基と同義の基をあげることができる。Ｒ５は直鎖状のアルキル基
が好ましく、炭素原子および水素原子のみからなることがより好ましい。
【０１２８】
　ｎは、好ましくは０または１である。
【０１２９】
　Ｌは、好ましくは炭素数１～１０のアルキレン基、－Ｒ６－Ｏ－基、－Ｒ６－ＣＯ－基
、－Ｒ６－ＮＨＣＯ－基、－Ｒ６－ＳＯ２－基、－Ｒ６－ＣＯＳ－基、－ＮＨ－ＳＯ２－
基、－ＮＨ－ＳＯ２－Ｒ６－基、または－Ｒ６－Ｏ－Ｒ６－Ｏ－Ｒ６－基であり、この際
、－Ｒ６は炭素数１～１０のアルキレン基である。より好ましくは、Ｌは、炭素数１～６
のアルキレン基、または－Ｒ６－Ｏ－基（この際、Ｒ６は好ましくは炭素数１～５である
）である。
【０１３０】
　上記式（２）中、Ｍは２価の金属元素である。２価の金属としては、鉄、マグネシウム
、ニッケル、コバルト、銅、パラジウム、亜鉛、バナジウム、チタン、インジウム、錫等
が挙げられる。式（１）で表される着色剤との反応性の観点から、Ｍは、好ましくは、マ
グネシウム、銅、亜鉛、コバルト、ニッケル、鉄、バナジル、チタニル、塩化錫（ＩＩ）
であり、より好ましくはマグネシウム、銅であり、さらに好ましくは銅（Ｃｕ）である。
【０１３１】
　また、本発明に用いられる金属含有化合物は中心金属に応じて中性の配位子を有しても
よく、代表的な配位子としては、Ｈ２ＯまたはＮＨ３が挙げられる。
【０１３２】
　金属含有化合物（２）としては、下記の構造が例示される。
【０１３３】
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【化１０－１】

【０１３４】
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【化１０－２】

【０１３５】
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【化１０－３】

【０１３６】
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【化１０－４】

【０１３７】
　これら金属含有化合物は、単独でもまたは２種以上を組み合わせて用いてもよい。金属
含有化合物の含有量は、トナー全体に対して０．５～１０質量％が好ましく、１～８質量
％がより好ましい。
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【０１３８】
　金属含有化合物（２）は、下記式（２－１）で表される原料化合物に対して、２価の金
属化合物を反応させることにより合成したものであることが好ましい。使用される２価の
金属化合物としては、塩化金属（ＩＩ）、酢酸金属（ＩＩ）、過塩素酸金属などが挙げら
れる。下記式（２－１）におけるＲ１、Ｒ２およびＲ３は、式（２）におけるＲ１、Ｒ２

およびＲ３と同様である。
【０１３９】
　このような特定の金属含有化合物の合成方法は、「キレート化学（５）錯体化学実験法
［Ｉ］（南江堂編）」などに記載の方法に準じて合成することができる。
【０１４０】
【化１１】

【０１４１】
　ここで、本発明の第１実施形態の静電荷像現像用トナーにおいては、式（１）で表され
る着色剤と式（２）で表される金属含有化合物とが反応した化合物が含有される。
【０１４２】
　式（１）で表される着色剤と式（２）で表される金属含有化合物との反応条件としては
、特に制限されず、式（１）で表される着色剤および式（２）で表される金属含有化合物
を溶媒中で混合し、例えば、好ましくは５０～９５℃、より好ましくは６０～９０℃で、
さらに好ましくは７５～８７℃、好ましくは５～２５０分、より好ましくは１０～６０分
、さらに好ましくは１５～３０分の間、撹拌することで反応化合物を得ることができる。
具体的には、例えば、着色剤の分散液（着色剤微粒子分散液）、または着色剤を含む樹脂
微粒子分散液もしくはワックス含有樹脂微粒子分散液等の着色剤を含む分散液に金属含有
化合物の分散液（金属含有化合物微粒子分散液）を添加することで分散液はいったん白濁
するが、撹拌により分散液（上澄み液）が透明になる。これにより、式（１）で表される
着色剤と式（２）で表される金属含有化合物との反応が終了し、反応化合物が形成された
とみなされる。当該反応において用いられる溶媒としては、トナーを調製するときに用い
られる溶媒を用いることが好ましく、具体的な溶媒としてはトナーの調製方法の項で述べ
られるものである。
【０１４３】
　［その他の添加剤］
　本実施形態におけるトナーには、上記したような成分以外にも、さらに必要に応じて離
型剤、外添加剤として無機微粒子（無機粉体）、有機微粒子等の種々の成分を添加するこ
とができる。
【０１４４】
　＜離型剤（ワックス）＞
　トナーを構成する離型剤としては、特に限定されるものではなく、公知のものを使用す
ることができる。具体的には、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブテンなど
の低分子量ポリオレフィン類；合成エステルワックス、カルナウバワックス、ライスワッ
クス、キャンデリラワックス、木ロウ、ホホバ油などの植物系ワックス；モンタンワック
ス、パラフィンワックス、マイクロクリスタリンワックス、フィッシャートロプシュワッ
クスなどの鉱物、石油系ワックス；これらの変性物などが挙げられる。
【０１４５】
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　離型剤の添加量は、トナー全体に対して通常０．５～２５質量％、好ましくは２～１５
質量％となる量とされる。かような範囲であるとホットオフセット防止や分離性確保の効
果がある。
【０１４６】
　また、離型剤の大きさとしては、体積平均粒子径で、１０～１０００ｎｍ、５０～５０
０ｎｍが好ましく、さらには８０～３００ｎｍが特に好ましい。
【０１４７】
　＜荷電制御剤＞
　荷電制御剤としては、公知の種々の化合物を用いることができる。
【０１４８】
　荷電制御剤の添加量は、最終的に得られるトナー粒子中における結着樹脂１００質量％
に対して通常０．１～１０質量％、好ましくは０．５～５質量％となる量とされる。
【０１４９】
　荷電制御剤粒子の大きさとしては、数平均一次粒子径で１０～１０００ｎｍ、５０～５
００ｎｍが好ましく、さらには８０～３００ｎｍが特に好ましい。
【０１５０】
　＜外添剤＞
　トナーとしての帯電性能や流動性、あるいはクリーニング性を向上させる観点から、ト
ナー粒子の表面に公知の無機微粒子や有機微粒子などの粒子、滑材を外添剤として添加す
ることできる。
【０１５１】
　無機微粒子は、種々の目的のために添加できるが、シリカ微粒子、酸化チタン微粒子、
アルミナ微粒子、酸化セリウム微粒子、チタン酸ストロンチウム微粒子などによる無機微
粒子が好ましいものとして挙げられる。必要に応じてこれらの無機微粒子は疎水化処理さ
れていてもよい。これらの公知の無機微粒子を単独または２種以上を組み合わせて使用す
ることができる。また、シリカ微粒子は種々の表面処理を施されてもよく、例えばシラン
系カップリング剤、チタン系カップリング剤、シリコーンオイル等で表面処理したものが
好ましく用いられる。
【０１５２】
　有機微粒子としては、数平均一次粒子径が１０～２０００ｎｍ程度の球形の有機微粒子
を使用することができる。具体的には、スチレンやメチルメタクリレートなどの単独重合
体やこれらの共重合体による有機微粒子を使用することができる。
【０１５３】
　滑材は、クリーニング性や転写性をさらに向上させる目的で使用されるものであって、
滑材としては、例えば、ステアリン酸の亜鉛、アルミニウム、銅、マグネシウム、カルシ
ウムなどの塩、オレイン酸の亜鉛、マンガン、鉄、銅、マグネシウムなどの塩、パルミチ
ン酸の亜鉛、銅、マグネシウム、カルシウムなどの塩、リノール酸の亜鉛、カルシウムな
どの塩、リシノール酸の亜鉛、カルシウムなどの塩などの高級脂肪酸の金属塩が挙げられ
る。これらの外添剤としては種々のものを組み合わせて使用してもよい。
【０１５４】
　外添剤の添加量は、トナー粒子に対して０．１～１０．０質量％であることが好ましい
。
【０１５５】
　外添剤の添加方法としては、タービュラーミキサー、ヘンシェルミキサー、ナウターミ
キサー、Ｖ型混合機などの公知の種々の混合装置を使用して添加する方法が挙げられる。
【０１５６】
　［静電荷像現像用トナーについて］
　本発明の第一実施形態である静電荷像現像用トナーの軟化点は、当該トナーに低温定着
性を得る観点から、７０～１２０℃であることが好ましく、より好ましくは８０～１１０
℃である。
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【０１５７】
　トナーの軟化点は、下記に示すフローテスターによって測定されるものである。
【０１５８】
　具体的には、まず、２０℃、５０％ＲＨの環境下において、試料（トナー）１．１ｇを
シャーレに入れ平らにならし、１２時間以上放置した後、成型器「ＳＳＰ－１０Ａ」（島
津製作所社製）によって３８２０ｋｇ／ｃｍ2 の力で３０秒間加圧し、直径１ｃｍの円柱
型の成型サンプルを作成し、次いで、この成型サンプルを、２４℃、５０％ＲＨの環境下
において、フローテスター「ＣＦＴ－５００Ｄ」（島津製作所社製）により、荷重１９６
Ｎ（２０ｋｇｆ）、開始温度６０℃、予熱時間３００秒間、昇温速度６℃／分の条件で、
円柱型ダイの穴（１ｍｍ径×１ｍｍ）より、直径１ｃｍのピストンを用いて予熱終了時か
ら押し出し、昇温法の溶融温度測定方法でオフセット値５ｍｍの設定で測定したオフセッ
ト法温度Ｔoffsetが、軟化点とされる。
【０１５９】
　本発明の静電荷像現像用トナーの平均粒径は、例えば体積基準のメジアン径で３～９μ
ｍであることが好ましく、更に好ましくは３～８μｍとされる。この粒径は、例えば後述
する乳化凝集法を採用して製造する場合には、使用する凝集剤の濃度や有機溶媒の添加量
、融着時間、重合体の組成などによって制御することができる。
【０１６０】
　体積基準のメジアン径が上記の範囲にあることにより、転写効率が高くなってハーフト
ーンの画質が向上し、細線やドットなどの画質が向上する。
【０１６１】
　トナー粒子の体積基準のメジアン径は「マルチサイザー３」（ベックマン・コールター
社製）に、データ処理用ソフト「Ｓｏｆｔｗａｒｅ　Ｖ３．５１」を搭載したコンピュー
ターシステムを接続した測定装置を用いて測定・算出されるものである。具体的には、ト
ナー０．０２ｇを、界面活性剤溶液２０ｍＬ（トナー粒子の分散を目的として、例えば界
面活性剤成分を含む中性洗剤を純水で１０倍希釈した界面活性剤溶液）に添加して馴染ま
せた後、超音波分散を１分間行い、トナー分散液を調製し、このトナー分散液を、サンプ
ルスタンド内の「ＩＳＯＴＯＮII」（ベックマン・コールター社製）の入ったビーカーに
、測定装置の表示濃度が８％になるまでピペットにて注入する。ここで、この濃度範囲に
することにより、再現性のある測定値を得ることができる。そして、測定装置において、
測定粒子カウント数を２５０００個、アパーチャ径を５０μｍにし、測定範囲である１～
３０μｍの範囲を２５６分割しての頻度値を算出し、体積積算分率の大きい方から５０％
の粒子径が体積基準のメジアン径とされる。
【０１６２】
　本発明の第一実施形態である静電荷像現像用トナーは、このトナーを構成する個々のト
ナー粒子について、転写効率の向上の観点から、平均円形度が０．９３０～１．０００で
あることが好ましく、より好ましくは０．９４０～０．９９５である。
【０１６３】
　本発明において、トナー粒子の平均円形度は、「ＦＰＩＡ－２１００」（Ｓｙｓｍｅｘ
社製）を用いて測定されるものである。
【０１６４】
　具体的には、試料（トナー粒子）を界面活性剤入り水溶液にてなじませ、超音波分散処
理を１分間行って分散させた後、「ＦＰＩＡ－２１００」（Ｓｙｓｍｅｘ社製）により、
測定条件ＨＰＦ（高倍率撮像）モードにて、ＨＰＦ検出数３，０００～１０，０００個の
適正濃度で撮影を行い、個々のトナー粒子について下記式（Ｔ）に従って円形度を算出し
、各トナー粒子の円形度を加算し、全トナー粒子数で除することにより算出される。
【０１６５】
【数１】

【０１６６】
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２．静電荷像現像用トナーの製造方法
　本発明のトナーを製造する方法としては、特に限定されず、混練粉砕法、懸濁重合法、
乳化凝集法、溶解懸濁法、ポリエステル伸長法、分散重合法など公知の方法が挙げられる
。
【０１６７】
　これらの中でも、高画質化、帯電の高安定化に有利となる粒径の均一性、形状の制御性
、コア－シェル構造形成の容易性の観点から、乳化凝集法を採用することが好ましい。
【０１６８】
　乳化凝集法は、界面活性剤や分散安定剤によって分散された樹脂の微粒子（以下、「樹
脂微粒子」ともいう。）の分散液を、必要に応じて着色剤の微粒子などのトナー粒子構成
成分の分散液と混合し、凝集剤を添加することによって所望のトナーの粒径となるまで凝
集させ、その後または凝集と同時に、樹脂微粒子間の融着を行い、形状制御を行うことに
より、トナー粒子を形成する方法である。
【０１６９】
　ここで、樹脂微粒子は、組成の異なる樹脂よりなる２層以上の構成とする複数層で形成
された複合粒子とすることもできる。
【０１７０】
　樹脂微粒子は、例えば、乳化重合法、ミニエマルション重合法、転相乳化法などにより
製造、またはいくつかの製法を組み合わせて製造することができる。樹脂微粒子に内添剤
を含有させる場合には、ミニエマルション重合法を用いることが好ましい。
【０１７１】
　トナー粒子中に内添剤を含有させる場合は、樹脂微粒子を内添剤を含有したものとして
もよく、また、別途内添剤のみよりなる内添剤微粒子の分散液を調製し、当該内添剤微粒
子を樹脂微粒子を凝集させる際に共に凝集させてもよい。
【０１７２】
　本発明に係るトナー粒子は、例えばコア樹脂からなるコア粒子の表面がシェル樹脂から
なるシェル層によって被覆されてなるコア－シェル構造を有するものであってもよく、単
層構造を有するものであってもよい。
【０１７３】
　トナー粒子をコア－シェル構造を有するものとして構成する場合は、凝集時に組成の異
なる樹脂微粒子を時間差で添加して凝集させればよい。
【０１７４】
　本発明の第１実施形態である静電荷像現像用トナーとしては、単層構造である場合は乳
化凝集法が好ましく、コア－シェル構造を有する場合は乳化重合凝集法によって製造する
のが好ましい。
【０１７５】
　以下に、本発明のトナーの製造方法の好ましい実施形態を具体的に示す。
【０１７６】
　本発明の第１実施形態である静電荷像現像用トナーの製造方法としては、以下から選択
される工程を有するものが好ましい。
【０１７７】
　（１）各微粒子分散液の調製工程
　（１Ｍ－１）水系媒体中において、第１の樹脂およびワックスが含有されたワックス含
有第１の樹脂微粒子が分散されてなる分散液を調製するワックス含有第１の樹脂微粒子分
散液調製工程
　（１Ｍ－２）水系媒体中において、第２の樹脂による第２の樹脂微粒子を形成して当該
第２の樹脂微粒子が分散されてなる分散液を調製する第２の樹脂微粒子分散液調製工程
　（１Ｕ）水系媒体中において、第１の樹脂、第２の樹脂、およびワックスが含有された
ワックス含有第１および第２の樹脂微粒子が分散されてなるワックス含有第１および第２
の樹脂微粒子分散液を調製するワックス含有第１および第２の樹脂微粒子分散液調製工程
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　（１Ａ）水系媒体中に、着色剤による着色剤微粒子が分散されてなる分散液を調製する
着色剤微粒子分散液（着色剤の分散液）調製工程
　（１Ｂ）水系媒体中に、金属含有化合物による金属含有化合物微粒子が分散されてなる
分散液を調製する金属含有化合物微粒子分散液（金属含有化合物の分散液）調製工程
　（１Ｃ）水系媒体中において、シェル樹脂によるシェル樹脂微粒子を形成して当該シェ
ル樹脂微粒子が分散されてなるシェル樹脂微粒子分散液を調製するシェル樹脂微粒子分散
液調製工程
　（２）着色剤微粒子分散液と樹脂微粒子分散液との混合工程（第１の粒子（コア粒子）
形成工程）
　（２Ｍ－１）水系媒体中において、ワックス含有第１の樹脂微粒子分散液、第２の樹脂
微粒子分散液、および着色剤微粒子分散液を混合して、ワックス含有第１の樹脂微粒子、
第２の樹脂微粒子および着色剤微粒子を凝集させて、第１の粒子（コア粒子）を形成する
第１の粒子形成工程
　（２Ｕ）水系媒体中でワックス含有第１および第２の樹脂微粒子分散液ならびに着色剤
微粒子分散液を混合して、ワックス含有第１および第２の樹脂微粒子および着色剤微粒子
を凝集させて第１の粒子（コア粒子）を形成する第１の粒子形成工程
　（３）第１の粒子を被覆化してコア－シェル構造を形成する工程
　（３Ｍ）第１の粒子（コア粒子）が分散されてなる水系媒体中に、シェル樹脂微粒子分
散液を添加して第１の粒子（コア粒子）の表面にシェル樹脂微粒子を凝集、融着させてコ
ア－シェル構造を有する第２の粒子を形成するシェル化工程
　（４）第１の粒子または第２の粒子を含む分散液に金属化合物微粒子分散液を混合して
、第１の粒子または第２の粒子および金属含有化合物微粒子を凝集させてトナー母体粒子
を形成する工程
　（５）熱エネルギーにより熟成させて、トナー母体粒子の形状を調整する熟成工程
　（６）トナー母体粒子の分散系（水系媒体）から第１の粒子または第２の粒子（トナー
母体粒子）を濾別し、当該トナー母体粒子から界面活性剤などを除去する洗浄工程
　（７）洗浄処理されたトナー母体粒子を乾燥する乾燥工程
　（８）乾燥処理されたトナー母体粒子に外添剤を添加する外添剤添加工程。
【０１７８】
　本発明の第１実施形態の静電荷像現像用トナーとしては、第１の樹脂として結晶性ポリ
エステル樹脂、第２の樹脂として非結晶性ポリエステル樹脂を用いるのが好ましい。この
場合、静電荷像現像用トナーとしては単層構造でよいため、上記工程（１）～（４）にお
いて、（１Ａ）、（１Ｂ）、（２Ｕ）および（４）の工程を有するのが好ましい。
【０１７９】
　すなわち、静電荷像現像用トナーの製造方法としては、
　少なくとも結晶性ポリエステル樹脂を含む結着樹脂を含む分散液と、下記一般式（１）
：
【０１８０】
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【化１２】

【０１８１】
式（１）中、
　Ｒｘ１およびＲｘ２は、それぞれ独立して、置換または非置換の炭素数１～２０の直鎖
状、分枝状または環状のアルキル基であり、
　Ｌｘは、水素原子、または置換もしくは非置換の炭素数１～２０の直鎖状、分枝状もし
くは環状のアルキル基であり、
　Ｇｘ１は、置換または非置換の炭素数２～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル
基であり、
　Ｇｘ２は、置換または非置換の炭素数１～５の直鎖状または分枝状のアルキル基であり
、
　Ｇｘ３は水素原子、ハロゲン原子、Ｇｘ４－ＣＯ－ＮＨ－で表される基、またはＧｘ５

－Ｎ（Ｇｘ６）－ＣＯ－で表される基であり、この際、Ｇｘ４は置換基であり、Ｇｘ５お
よびＧｘ６は、それぞれ独立して、水素原子または置換基であり、
　Ｑｘ１、Ｑｘ２、Ｑｘ３、Ｑｘ４、およびＱｘ５は、それぞれ独立して、水素原子また
は置換基である、
で表される着色剤を含む分散液とを混合する工程（ａ）と、
　前記工程（１）で得られた分散液に、下記一般式（２）：
【０１８２】
【化１３】

【０１８３】
式（２）中、
　Ｒ１は置換または非置換の炭素数１～２０の直鎖状、分枝状または環状のアルキル基で
あり、
　Ｒ２は水素原子、アルコキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、スルファモ
イル基、スルフィニル基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基、アシル基、ハ
ロゲン原子、またはシアノ基であり、
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　Ｒ３は置換または非置換の炭素数９～１２０の芳香族炭化水素含有基であり、
　Ｍは２価の金属元素である、
で表される金属含有化合物を含む分散液を混合する工程（ｂ）と、を含むのが好ましい。
【０１８４】
　なお、必要な場合にはさらに第３の樹脂微粒子（非結晶性ポリエステル樹脂またはスチ
レン－アクリル樹脂）をシェルとして被覆させることも可能である。
【０１８５】
　また、静電荷像現像用トナーとしては、第１の樹脂としてスチレン－アクリル樹脂、第
２の樹脂として結晶性ポリエステル樹脂を用いる場合は、コア－シェル構造を有するのが
好ましく、この場合は、（１Ｍ－１）、（１Ｍ－２）、（１Ａ）、（１Ｂ）、（１Ｃ）、
（２Ｍ）、（３）および（４）の工程を有するのが好ましい。
【０１８６】
　本発明においては、着色剤と金属含有化合物とが、トナー粒子形成の際に同時に分散液
に添加されず、着色剤を含む粒子を凝集させて成長させた後に、金属含有化合物が添加さ
せるのが好ましい。こうすることで、電荷が分散し、電荷制御剤としての効果がより発揮
される。
【０１８７】
　以下、各工程について詳述する。
【０１８８】
　（１）各微粒子分散液の調製
　（樹脂微粒子分散液）
　第１の樹脂、第２の樹脂、シェル樹脂等の樹脂微粒子分散液は、樹脂を水系媒体中に分
散することにより調製することができる。樹脂の分散処理は、樹脂が均一に分散されるこ
とから、水系媒体中において界面活性剤濃度を臨界ミセル濃度（ＣＭＣ）以上にした状態
で行われることが好ましい。
【０１８９】
　樹脂の分散処理は、例えば、機械的エネルギーを利用して行うことができ、公知の種々
の分散機を用いることができる。このような分散機としては、特に限定されるものではな
く、低速せん断式分散機、高速せん断式分散機、摩擦式分散機、高圧ジェット式分散機、
超音波分散機、高圧衝撃式分散機アルティマイザーなどが挙げられ、具体的には例えば、
ＨＪＰ３０００６（株式会社スギノマシン製）、クレアミックス　ＷモーションＣＬＭ－
０．８（エム・テクニック株式会社製）、超音波ホモジナイザーＵＳ－１５０Ｔ（日本精
機製作所製）などを挙げることができる。
【０１９０】
　樹脂微粒子分散液調製工程において得られる樹脂微粒子の平均粒子径は、体積基準のメ
ジアン径で例えば５０～５００ｎｍの範囲にあることが好ましい。
【０１９１】
　なお、本明細書中、樹脂微粒子、着色剤微粒子および金属含有化合物微粒子の体積基準
のメジアン径は、「ＭＩＣＲＯＴＲＡＣ　ＵＰＡ－１５０」（ＨＯＮＥＹＷＥＬＬ社製）
を用い、サンプル屈折率１．５９、サンプル比重１．０５（球状粒子換算）、溶媒屈折率
１．３３、溶媒粘度０．７９７（３０℃）および１．００２（２０℃）の測定条件により
、測定セルにイオン交換水を投入することによって０点調整を行なうことによって測定し
た値である。
【０１９２】
　本明細書中、「水系媒体」とは、水５０～１００質量％と、水溶性の有機溶媒０～５０
質量％とからなる媒体をいう。水溶性の有機溶媒としては、メタノール、エタノール、イ
ソプロパノール、ブタノール、アセトン、メチルエチルケトン、酢酸エチル、ジメチルホ
ルムアミド、メチルセルソルブ、テトラヒドロフランを例示することができる。これらの
うち、樹脂を溶解しない有機溶剤であるメタノール、エタノール、イソプロパノール、ブ
タノールのようなアルコール系有機溶剤、酢酸エチル、またはメチルエチルケトンを使用
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することが好ましい。好ましくは、水系媒体として水のみを使用する。
【０１９３】
　水系媒体中には、分散させた液滴の凝集を防ぐために、分散安定剤が添加されているこ
とが好ましい。
【０１９４】
　分散安定剤としては、公知の種々のカチオン性界面活性剤、アニオン性界面活性剤、ノ
ニオン性界面活性剤などの界面活性剤を使用することができる。
【０１９５】
　カチオン性界面活性剤の具体例としては、ドデシルアンモニウムブロマイド、ドデシル
トリメチルアンモニウムブロマイド、ドデシルピリジニウムクロライド、ドデシルピリジ
ニウムブロマイド、ヘキサデイシルトリメチルアンオニウムブロマイドなどが挙げられる
。
【０１９６】
　ノニオン性界面活性剤の具体例としては、ドデシルポリオキシエチレンエーテル、ヘキ
サデシルポリオキシエチレンエーテル、ノリルフェニルポリキオシエチレンエーテル、ラ
ウリルポリオキシエチレンエーテル、ソルビタンモノオレアートポリオキシエチレンエー
テル、スチリルフェニルポリオキシエチレンエーテル、モノデカノイルショ糖などが挙げ
られる。
【０１９７】
　アニオン性界面活性剤の具体例としては、ステアリン酸ナトリウム、ラウリン酸ナトリ
ウムなどの脂肪族石鹸や、ラウリル硫酸ナトリウム、ドデシル硫酸ナトリウム、ドデシル
ベンゼンスルホン酸ナトリウム、ポリオキシエチレン（２）ラウリルエーテル硫酸ナトリ
ウムなどが挙げることができる。
【０１９８】
　界面活性剤は、所望に応じて、１種単独でまたは２種以上を組み合わせて使用すること
ができる。
【０１９９】
　水系媒体中には、乳化・凝集を促進させるために凝集剤を用いてもよい。凝集剤として
は、特に限定されるものではないが、金属塩から選択されるものが好適に使用される。金
属塩としては、例えばナトリウム、カリウム、リチウムなどのアルカリ金属の塩などの一
価の金属塩；カルシウム、マグネシウム、マンガン、銅などの二価の金属塩；鉄、アルミ
ニウムなどの三価の金属塩などが挙げられる。具体的な金属塩としては、塩化ナトリウム
、塩化カリウム、塩化リチウム、塩化カルシウム、塩化マグネシウム、塩化亜鉛、硫酸銅
、硫酸マグネシウム、硫酸マンガンなどを挙げることができる。これらは１種単独で、ま
たは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【０２００】
　また、樹脂を水系媒体に分散させる際には、樹脂を上記の水溶性の有機溶媒に溶解させ
た後に、水系媒体を添加していき、樹脂微粒子分散液を調製してもよい。
【０２０１】
　（着色剤微粒子分散液）
　着色剤微粒子分散液は、着色剤を水系媒体中に分散することにより調製することができ
る。着色剤の分散処理は、着色剤が均一に分散されることから、水系媒体中において界面
活性剤濃度を臨界ミセル濃度（ＣＭＣ）以上にした状態で行われることが好ましい。着色
剤の分散処理に使用する分散機としては、公知の種々の分散機を用いることができ、上記
樹脂微粒子分散液の項で述べたものと同様のものが用いられうる。
【０２０２】
　着色剤微粒子分散液調製工程において得られる着色剤微粒子の平均粒子径は、体積基準
のメジアン径で例えば１０～３００ｎｍの範囲にあることが好ましい。
【０２０３】
　着色剤微粒子分散液で用いられる水系媒体、界面活性剤等は上記樹脂微粒子分散液と同
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様のものが用いられうる。
【０２０４】
　また、着色剤微粒子分散液における着色剤微粒子の含有量は、１０～５０質量％の範囲
とすることが望ましく、より望ましくは１５～４０質量％の範囲である。このような範囲
であると、色再現性確保の効果がある。
【０２０５】
　着色剤は、例えば、ワックス含有コア樹脂微粒子分散液調製工程において、予めコア樹
脂を形成するための単量体溶液に溶解または分散させておくことによって、トナー粒子中
に導入してもよい。
【０２０６】
　（金属含有化合物微粒子分散液）
　金属含有化合物微粒子分散液は、金属含有化合物を水系媒体中に分散することにより調
製することができる。金属含有化合物の分散処理は、着色剤が均一に分散されることから
、水系媒体中において界面活性剤濃度を臨界ミセル濃度（ＣＭＣ）以上にした状態で行わ
れることが好ましい。金属含有化合物の分散処理に使用する分散機としては、公知の種々
の分散機を用いることができ、上記樹脂微粒子分散液の項で述べたものと同様のものが用
いられうる。
【０２０７】
　金属含有化合物微粒子分散液調製工程において得られる金属含有化合物微粒子の平均粒
子径は、体積基準のメジアン径で例えば５０～５００ｎｍの範囲にあることが好ましい。
【０２０８】
　金属含有化合物微粒子分散液で用いられる水系媒体、界面活性剤等は上記樹脂微粒子分
散液と同様のものが用いられうる。
【０２０９】
　（ワックス含有の樹脂微粒子分散液）
　ワックス含有の樹脂微粒子分散液としては、ワックスを含有する樹脂微粒子分散液のこ
とを意味し、樹脂は、第１の樹脂または／および第２の樹脂である。
【０２１０】
　ワックス含有の樹脂微粒子分散液調製工程においては、ワックスおよび樹脂が含有され
た樹脂微粒子が形成されて、これが第１の粒子（コア粒子）形成工程に供される。
【０２１１】
　具体的には、ワックス含有の樹脂微粒子は、臨界ミセル濃度（ＣＭＣ）以下の界面活性
剤を含有した水系媒体中に、樹脂または樹脂を形成するための重合性単量体に、ワックス
および必要に応じて荷電制御剤などのその他のトナー構成成分を溶解あるいは分散させた
溶液を添加し、ワックスの融点以上の温度において機械的エネルギーを加えて液滴を形成
させる。樹脂として重合性単量体を用いた場合は、水溶性のラジカル重合開始剤を添加し
て、液滴中において重合反応を進行させる。なお、液滴中に油溶性の重合開始剤が含有さ
れていてもよい。このようなワックス含有の樹脂微粒子分散液調製工程においては、機械
的エネルギーを付与して強制的に乳化（液滴の形成）処理が必須となる。かかる機械的エ
ネルギーの付与手段としては、ホモミキサー、超音波、マントンゴーリンなどの強い撹拌
または超音波振動エネルギーの付与手段を挙げることができる。
【０２１２】
　また場合によっては酢酸エチル等の有機溶媒に樹脂とワックスを溶解した後、界面活性
剤水溶液に該溶解液を加え、機械的手段により微分散した後、溶媒を除去する方法を用い
ることができる。
【０２１３】
　ワックス含有の樹脂微粒子分散液調製工程において形成させるワックス含有の樹脂微粒
子は、組成の異なる樹脂よりなる２層以上の構成のものとすることもでき、この場合、常
法に従った乳化重合処理（第１段重合）により調製した樹脂微粒子の分散液に、重合開始
剤と重合性単量体とを添加し、この系を重合処理（第２段重合）する方法を採用すること
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ができ、この場合、ワックスはいずれの層に含有されていてもよいが、特に、３層構成の
ものである場合は中間層に含有されることが好ましい。
【０２１４】
　ワックス含有の樹脂微粒子分散液調製工程において界面活性剤を使用する場合は、界面
活性剤として、例えば上述の樹脂微粒子分散液調製工程において使用することのできる界
面活性剤として挙げたものと同じものを使用することができる。
【０２１５】
　ワックス含有の樹脂微粒子分散液調製工程において得られる樹脂微粒子の平均粒子径は
、体積基準のメジアン径で例えば５０～５００ｎｍの範囲にあることが好ましい。
【０２１６】
　（２）着色剤微粒子分散液と樹脂微粒子分散液との混合工程（第１の粒子（コア粒子）
形成工程）
　第１の粒子（コア粒子）形成工程としては、具体的には、上記（２Ｍ－１）および（２
Ｕ）が例示される。
【０２１７】
　第１の粒子（コア粒子）形成工程においては、必要に応じて、第１の粒子（コア粒子）
となる樹脂微粒子および着色剤微粒子と共に、荷電制御剤などのその他のトナー構成成分
の微粒子を凝集させることもできる。
【０２１８】
　第１の粒子（コア粒子）となる樹脂微粒子および着色剤微粒子を凝集、融着する具体的
な方法としては、水系媒体中に凝集剤を臨界凝集濃度以上となるよう添加し、次いで、コ
ア樹脂微粒子のガラス転移点以上であって、かつ、これら混合物の融解ピーク温度（℃）
以上の温度に加熱することによって、第１の粒子（コア粒子）となる樹脂微粒子および着
色剤微粒子などの微粒子の塩析を進行させると同時に融着を並行して進め、所望の粒子径
まで成長したところで、凝集停止剤を添加して粒子成長を停止させ、さらに、必要に応じ
て粒子形状を制御するために加熱を継続して行う方法である。
【０２１９】
　［凝集剤］
　このコア粒子形成工程において使用する凝集剤としては、特に限定されるものではない
が、金属塩から選択されるものが好適に使用される。金属塩としては、例えばナトリウム
、カリウム、リチウムなどのアルカリ金属の塩などの一価の金属塩；カルシウム、マグネ
シウム、マンガン、銅などの二価の金属塩；鉄、アルミニウムなどの三価の金属塩などが
挙げられる。具体的な金属塩としては、塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化リチウム、
塩化カルシウム、塩化マグネシウム、塩化亜鉛、硫酸銅、硫酸マグネシウム、硫酸マンガ
ンなどを挙げることができ、これらの中で、より少量で凝集を進めることができることか
ら、二価の金属塩を用いることが特に好ましい。これらは１種単独で、または２種以上を
組み合わせて用いることができる。
【０２２０】
　第１の粒子（コア粒子）形成工程において界面活性剤を使用する場合は、界面活性剤と
して、例えば上述の樹脂微粒子分散液調製工程において使用することのできる界面活性剤
として挙げたものと同じものを使用することができる。
【０２２１】
　この第１の粒子（コア粒子）形成工程において得られる第１の粒子（コア粒子）の粒径
は、例えば体積基準のメジアン径（Ｄ50）が２～９μｍであることが好ましく、より好ま
しくは４～７μｍである。第１の粒子（コア粒子）の体積基準のメジアン径は、「コール
ターマルチサイザー３」（コールター・ベックマン社製）によって測定されるものである
。
【０２２２】
　（３）第１の粒子を被覆化してコア－シェル構造を形成するシェル化工程
　シェル化工程としては、具体的には、上記（３Ｍ）が例示される。
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【０２２３】
　シェル化工程においては、第１の粒子（コア粒子）の分散液中にシェル樹脂微粒子を添
加して第１の粒子（コア粒子）の表面にシェル樹脂微粒子を凝集、融着させ、第１の粒子
（コア粒子）の表面にシェル層を被覆させて第２の粒子を形成する。
【０２２４】
　具体的には、第１の粒子（コア粒子）の分散液は第１の粒子（コア粒子）形成工程にお
ける温度を維持した状態でシェル樹脂微粒子の分散液を添加し、加熱撹拌を継続しながら
数時間かけてゆっくりとシェル樹脂微粒子を第１の粒子（コア粒子）の表面に凝集、融着
させることによって第１の粒子（コア粒子）の表面に厚さ１００～３００ｎｍのシェル層
を被覆させて第２の粒子を形成する。加熱撹拌時間は、１～７時間が好ましく、３～５時
間が特に好ましい。
【０２２５】
　なお、コア－シェル構造ではなく単層構造のトナーとする場合は、当該シェル化工程は
省略することができる。
【０２２６】
　（４）金属含有化合物微粒子の添加およびトナー母体粒子を形成する工程
　上記の工程で得られた第１の粒子または第２の粒子を含む分散液に、金属化合物微粒子
分散液を混合して、第１の粒子または第２の粒子および金属含有化合物微粒子を凝集させ
てトナー母体粒子を形成する。金属含有化合物微粒子分散液を添加する温度および時間は
特に制限されず、例えば、トナー母体粒子の円形度を所望の範囲にするとの観点から、好
ましくは７０～９５℃、より好ましくは７５～９０℃、さらに好ましくは８０～８７℃で
、好ましくは６０～３００分、より好ましくは１２０～２５０分の間、撹拌する。これに
より、式（１）で表される着色剤と、式（２）で表される金属含有化合物とが十分に反応
し、反応化合物を得ることができる。
【０２２７】
　（５）熟成工程
　上記の第１の粒子（コア粒子）形成工程およびシェル化工程における加熱温度の制御に
よりある程度トナーにおけるトナー粒子の形状の均一化を図ることができるが、さらなる
形状の均一化を図るために、熟成工程を経る。
【０２２８】
　この熟成工程は、加熱温度と時間の制御を行うことにより、粒径が一定で分布が狭く形
成したトナー母体粒子表面が平滑だが均一な形状を有するものとなるよう制御する。具体
的には、第１の粒子（コア粒子）形成工程およびシェル化工程において加熱温度を低めに
して樹脂微粒子同士の融着の進行を抑制させて均―化を促進させ、この熟成工程において
も加熱温度を低めに、かつ、時間を長くしてトナー母体粒子を所望の平均円形度となる、
すなわち表面が均一な形状のものとなるよう制御する。
【０２２９】
　（６）洗浄工程～（７）乾燥工程
　洗浄工程および乾燥工程は、公知の種々の方法を採用して行うことができる。
【０２３０】
　（８）外添剤添加工程
　この外添剤添加工程は、乾燥処理したトナー母体粒子に必要に応じて外添剤を添加、混
合する工程である。
【０２３１】
　乾燥工程までの工程を経て作製されたトナー母体粒子は、そのままトナー粒子として使
用することが可能であるが、トナーとしての帯電性能や流動性、あるいはクリーニング性
を向上させる観点から、その表面に公知の無機微粒子や有機微粒子などの粒子、滑材を外
添剤として添加することが好ましい。
【０２３２】
　外添剤としては種々のものを組み合わせて使用してもよい。これらの外添剤の添加量は
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、トナー母体粒子１００質量部に対して０．０５～５質量部、好ましくは０．１～３質量
部とされる。
【０２３３】
　外添剤の添加方法としては、乾燥されたトナー母体粒子に外添剤を粉体で添加する乾式
法が挙げられ、混合装置としては、ヘンシェルミキサー、コーヒーミルなどの機械式の混
合装置が挙げられる。
【０２３４】
　また例えば、ワックスは、上記のようにコア樹脂を構成するスチレン－アクリル系樹脂
の重合時に含有させるミニエマルション法によってコア粒子に導入する方法に限定されず
、着色剤微粒子と同様にして別途ワックスのみよりなるワックス微粒子の分散液を調製し
、これをコア粒子形成工程においてワックスを含有しないコア樹脂微粒子および着色剤微
粒子と共に凝集させてコア粒子を形成することにより、コア粒子に導入する方法を採用す
ることもできる。
【０２３５】
　本発明のトナーの製造方法においては、ワックスは、ミニエマルション法によって第１
の粒子（コア粒子）に導入する方法を採用することが好ましい。
【０２３６】
　＜現像剤＞
　本発明の現像剤は、第１実施形態のトナーを含有することを特徴とするが、静電荷像現
像用トナーをそのまま一成分を含む一成分現像剤としても、あるいは二成分現像剤として
も用いることができる。二成分現像剤として用いる場合にはキャリアと混合して使用され
ることが好ましい。
【０２３７】
　二成分現像剤に使用し得るキャリアとしては、特に制限はなく、公知のキャリアを用い
ることができる。例えば酸化鉄、ニッケル、コバルト等の磁性金属、フェライト、マグネ
タイト等の磁性酸化物や、これらを芯材として用いて、該芯材表面に樹脂被覆層を有する
樹脂コートキャリア、磁性分散型キャリア等を挙げることができる。またマトリックス樹
脂に導電材料などが分散された樹脂分散型キャリアであってもよい。
【０２３８】
　キャリアとしては、その体積平均粒径としては１５～１００μｍのものが好ましく、２
５～６０μｍのものがより好ましい。キャリアの体積平均粒径（体積基準メジアン径）は
、実施例に記載の方法により測定することができる。
【０２３９】
　キャリアに使用される前記被覆樹脂としては、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリス
チレン、ポリビニルアセテート、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、ポリ塩
化ビニル、ポリビニルエーテル、ポリビニルケトン、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、
スチレン－アクリル酸共重合体、オルガノシロキサン結合からなるストレートシリコーン
樹脂またはその変性品、フッ素樹脂、ポリエステル樹脂、ポリカーボネート、フェノール
樹脂、エポキシ樹脂等を例示することができるが、これらに限定されるものではない。
【０２４０】
　またキャリアの芯材としては、鉄、ニッケル、コバルト等の磁性金属、フェライト、マ
グネタイト等の磁性酸化物、ガラスビーズ等が挙げられるが、キャリアを磁気ブラシ法に
用いるためには、磁性材料であることが好ましい。キャリアの芯材の体積平均粒径として
は、一般的には１０～２００μｍの範囲にあり、好ましくは２５～１００μｍの範囲にあ
る。
【０２４１】
　またキャリアの芯材の表面に樹脂被覆するには、前記被覆樹脂、および必要に応じて各
種添加剤を適当な溶媒に溶解した被覆層形成用溶液により被覆する方法等が挙げられる。
溶媒としては、特に限定されるものではなく、使用する被覆樹脂、塗布適性等を勘案して
適宜選択すればよい。
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　前記二成分現像剤における本発明の前記トナーと上記キャリアとの混合比（質量比）と
しては、特に限定されないが、帯電性、保存性の観点から、トナー：キャリア＝１：１０
０～３０：１００の範囲であることが好ましく、３：１００～２０：１００の範囲がより
好ましい。
【０２４３】
　＜画像形成方法＞
　以上のトナーは、接触加熱方式による定着工程を含む画像形成方法に好適に用いること
ができる。画像形成方法としては、具体的には、以上のようなトナーを使用して、例えば
像担持体上に静電的に形成された静電潜像を、現像装置において現像剤を摩擦帯電部材に
よって帯電させることにより顕在化させてトナー像を得、このトナー像を記録材に転写し
、その後、記録材上に転写されたトナー像を接触加熱方式の定着処理によって記録材に定
着させることにより、可視画像が得られる。つまり、本発明のトナーは静電荷像現像用に
用いられる。
【０２４４】
　＜定着方法＞
　本発明のトナーを使用する好適な定着方法としては、いわゆる接触加熱方式のものを挙
げることができる。接触加熱方式としては、特に熱圧定着方式、さらには熱ロール定着方
式および固定配置された加熱体を内包した回動する加圧部材により定着する圧接加熱定着
方式を挙げることができる。
【０２４５】
　熱ロール定着方式の定着方法においては、通常、表面にフッ素樹脂などが被覆された鉄
やアルミニウムなどよりなる金属シリンダー内部に熱源が備えられた上ローラと、シリコ
ーンゴムなどで形成された下ローラとから構成された定着装置が用いられる。
【０２４６】
　熱源としては、線状のヒータが用いられ、このヒータによって上ローラの表面温度が１
２０～２００℃程度に加熱される。上ローラおよび下ローラ間には圧力が加えられており
、この圧力によって下ローラが変形されることにより、この変形部にいわゆるニップが形
成される。ニップの幅は１～１０ｍｍ、好ましくは１．５～７ｍｍとされる。定着線速は
４０ｍｍ／ｓｅｃ～６００ｍｍ／ｓｅｃとされることが好ましい。ニップの幅が過小であ
る場合には、熱を均一にトナーに付与することができなくなり、定着ムラが発生する虞が
あり、一方、ニップ幅が過大である場合には、トナー粒子に含有されるポリエステル樹脂
の溶融が促進され、定着オフセットが発生する虞がある。
【０２４７】
　以上、本発明の実施の形態について説明したが、本発明は上記の態様に限定されるもの
ではなく、種々の変更を加えることができる。
【実施例】
【０２４８】
　以下、本発明の代表的な実施形態を示し、本発明につきさらに説明するが、無論、本発
明がこれらの実施形態に限定されるものではない。なお、実施例中において特に断りのな
い限り、「部」は「質量部」を、「％」は「質量％」を表す。
【０２４９】
　＜着色剤（１－１）の合成＞
【０２５０】
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【０２５１】
　中間体１：１．９３ｇ、中間体２：１．５３ｇにトルエン：５０ｍｌとモルホリン：０
．５３ｇを攪拌しながら加え、加熱還流し、エステル管により脱水しながら８時間反応さ
せる。反応終了後、反応液を濃縮し、カラムクロマトグラフィーにて精製し、酢酸エチル
／ヘキサン混合溶媒から再結晶し、ＤＸ－１：２．７１ｇを得た。ＭＡＳＳ、1Ｈ－ＮＭ
Ｒ、ＩＲスペクトルによって同定し、目的物であることを確認した。得られた着色剤（１
－１）の純度は、1Ｈ－ＮＭＲにより分析した結果、９８％であった。着色剤（１－１）
の可視吸光スペクトル測定（溶媒：酢酸エチル）を行ったところ、極大吸収波長：５３５
ｎｍ、モル吸光係数：７１０００（Ｌ／ｍｏｌ・ｃｍ）であった。
【０２５２】
　以下、実施例で用いた式（１）で表される着色剤については、それぞれ対応する原料を
用いて（対応する置換基を変更することで）、上記の方法と同様にして合成を行った。そ
れぞれの純度は1Ｈ－ＮＭＲにより分析し、９５％以上であることを確認した。
【０２５３】
　＜金属含有化合物（化合物番号２－８（金属：Ｃｕ））の合成＞
【０２５４】
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【化１５】

【０２５５】
　（化合物Ｂの合成）
　５００ｍｌの３つ口フラスコに化合物Ａを９０ｇ、シアノ酢酸を２１．５ｇ、ｐ－トル
エンスルホン酸一水和物を１．３１ｇ、トルエン３００ｍｌを加えてエステル管を用いて
脱水しながら２ｈ加熱・還流し、溶媒を減圧留去後にアセトンを５００ｍｌ加えて再結晶
することにより化合物Ｂを９４．４ｇ得た。
【０２５６】
　（化合物Ｃの合成）
　１００ｍｌの３つ口フラスコに化合物Ｂを５ｇ、トルエン２５ｍｌ、トリエチルアミン
３．３ｇ、塩化カルシウム２．４２ｇを加えて８０℃まで加熱、撹拌した。内温が８０℃
に達した後に、アセチルクロライド２．１ｇを１ｈかけて滴下した。滴下終了後、冷却し
、希塩酸で分液後に純水でｐＨを中性にして溶媒を留去した。トルエン５０ｍｌ、酢酸エ
チル５０ｍｌを加えて再結晶することで化合物Ｃを４．３ｇ得た。
【０２５７】
　（金属含有化合物２－８の合成）
　２００ｍｌの３つ口フラスコに化合物Ｃを２ｇ、アセトンを８０ｍｌ加えて内温が５５
℃になるまで加熱、撹拌した。その後ＭｅＯＨ／水＝５／１の溶媒５ｍｌに酢酸銅１水和
物を０．５５ｇ溶解し、３０分かけて滴下した。滴下終了後、析出している固体をろ過す
ることで金属含有化合物２－８（金属：Ｃｕ）を１．４ｇ得た。得られた金属化合物２－
８（金属：Ｃｕ）は、５００ｎｍの透過率が９８％（溶媒：ＴＨＦ）であり、純度は９８
％であった。
【０２５８】
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　以下、実施例で用いた式（２）で表される金属含有化合物については、それぞれ対応す
る原料を用いて（対応する置換基を変更することで）、上記の方法と同様にして合成を行
った。それぞれの金属含有化合物の純度は、５００ｎｍの透過率を測定することで、純度
が９０％以上であることを確認した。
【０２５９】
　＜トナー１の作製＞
　結晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ１〕の合成
　フラスコに、１，９－ノナンジオール１０質量部および１，１０－ドデカン二酸１０質
量部と、触媒Ｔｉ（ＯＢｕ）４　（多価カルボン酸成分に対し、０．０１４質量％）とを
入れた後、減圧操作により容器内の空気を減圧し、さらに、窒素ガスにより不活性雰囲気
下として、機械撹拌にて１８０℃で６時間還流を行った。その後、減圧蒸留にて未反応の
モノマー成分を除去し、２２０℃まで徐々に昇温を行って１２時間撹拌し、粘稠な状態と
なったところでサンプリングし、結晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ１〕を得た。結晶
性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ１〕の酸価は２３ｍｇＫＯＨ／ｇであった。得られた結
晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ１〕の融解温度（Ｔｃ）は７８℃であり、重量平均分
子量は１２０００であり、数平均分子量は４０００であった。
【０２６０】
　非結晶性ポリエステル樹脂〔Ａ－ＰＥｓ１〕の合成
　冷却管、撹拌機および窒素導入管の付いた反応槽中に、ビスフェノールＡプロピレンオ
キサイド２モル付加物３１６質量部、テレフタル酸８０質量部、フマル酸３４質量部およ
び重縮合触媒としてチタンテトライソプロポキシド２質量部を１０回に分割して入れ、２
００℃で窒素気流下に生成する水を留去しながら１０時間反応させた。次いで、１３．３
ｋＰａ（１００ｍｍＨｇ）の減圧下に反応させ、軟化点が１０４℃になった時点で取り出
し、非結晶性ポリエステル樹脂〔Ａ－ＰＥｓ１〕を得た。得られた非結晶性ポリエステル
樹脂〔Ａ－ＰＥｓ１〕のガラス転移点温度（Ｔｇ）は６０℃であり、重量平均分子量は１
５０００であり、数平均分子量は１００００であった。
【０２６１】
　ワックス含有樹脂微粒子分散液（１）の調製［（１Ｕ）の工程］
　結晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ１〕９０質量部と非結晶性ポリエステル樹脂〔Ａ
－ＰＥｓ１〕５１０質量部を、２４００質量部の酢酸エチル（関東化学社製）に撹拌しな
がら添加して溶解させた後、離型剤としてパラフィンワックス（融点：７３℃）３０質量
部を添加し加熱溶解させた。次いで、予め作製した０．２６質量％濃度のラウリル硫酸ナ
トリウム溶液２４００質量部と混合し、撹拌しながら超音波ホモジナイザー「ＵＳ－１５
０Ｔ」（日本精機製作所製）でＶ－ＬＥＶＥＬ　３００μＡで３０分間超音波分散した後
、５０℃に加温した状態でダイヤフラム真空ポンプ「Ｖ－７００」（ＢＵＣＨＩ社製）を
使用し、減圧下で６時間撹拌しながら酢酸エチルを完全に除去することにより、体積基準
のメジアン径（Ｄ５０）が２５０ｎｍ、固形分量が２０質量％であるワックス含有樹脂微
粒子分散液（１）を調製した。
【０２６２】
　着色剤分散液（１）の調製［（１Ａ）の工程］
　ｎ－ドデシル硫酸ナトリウム　６３質量部をイオン交換水８８０質量部に攪拌溶解する
ことによって界面活性剤水溶液を調製した。この界面活性剤水溶液に、着色剤として（１
－１）で表される化合物８０質量部とキナクリドン１００質量部を徐々に添加し、次いで
、「クレアミックス（登録商標）ＷモーションＣＬＭ－０．８」（エム・テクニック株式
会社製）を用いて分散処理することにより、着色剤（１－１）の粒子が分散された固形分
１６質量％の着色剤分散液（１）を調製した。
【０２６３】
　この着色剤分散液（１）における着色剤の粒子の粒子径について、体積基準のメジアン
径を測定したところ、２６０ｎｍであった。
【０２６４】
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　なお、体積基準のメジアン径は、「ＭＩＣＲＯＴＲＡＣ　ＵＰＡ－１５０」（ＨＯＮＥ
ＹＷＥＬＬ社製）を用い、サンプル屈折率１．５９、サンプル比重１．０５（球状粒子換
算）、溶媒屈折率１．３３、溶媒粘度０．７９７（３０℃）および１．００２（２０℃）
の測定条件により、測定セルにイオン交換水を投入することによって０点調整を行なうこ
とによって測定した。
【０２６５】
　金属含有化合物の分散液（１）の調製［（１Ｂ）の工程］
　表１で示される金属含有化合物（化合物番号２－３（金属：Ｃｕ））８９質量部を、ド
デシル硫酸ナトリウム１６質量部をイオン交換水５３０質量部中に溶解した溶液中に添加
し、撹拌および超音波を付与することにより、固形分１４質量％の金属含有化合物（１）
の分散液を調製した。なお、体積基準のメジアン径は、２７０ｎｍであった。
【０２６６】
　トナー母体粒子（１）の作製［（２Ｕ）、（４）および（５）の工程］
　撹拌装置、冷却管、温度センサーを備えた５Ｌのステンレス製反応器に、ワックス含有
樹脂微粒子分散液（１）２２５０質量部、イオン交換水１４００質量部、着色剤分散液（
１）１３８質量部を投入し、撹拌しながら５モル／リットルの水酸化ナトリウム水溶液を
用いてｐＨを１０に調整した。次いで、撹拌下、塩化マグネシウム・六水和物６０質量部
をイオン交換水６０質量部に溶解した塩化マグネシウム水溶液を１０分間かけて滴下し、
内温を７５℃まで昇温させ、「マルチサイザー３」（ベックマン・コールター社製、アパ
ーチャー径；５０μｍ）を用いて粒径を測定し、平均粒径が６．５μｍに到達した時点で
、金属含有化合物分散液（１）１２５質量部を滴下した。その後、反応液の上澄みが透明
になった時点（着色剤と金属含有化合物との反応が終了し反応化合物を形成）で、塩化ナ
トリウム５０質量部をイオン交換水２００質量部に溶解させた塩化ナトリウム水溶液を加
え、さらに加熱撹拌を続けてフロー式粒子像測定装置「ＦＰＩＡ－２１００」（Ｓｙｓｍ
ｅｘ社製）を用い、平均円形度が０．９６０になった時点で内温を２５℃まで冷却した。
この得られたトナー母体粒子（１）の体積基準のメジアン径（Ｄ５０）は６．１μｍであ
った。
【０２６７】
　洗浄工程および乾燥工程［（６）および（７）の工程］
　トナー母体粒子（１）の分散液を遠心分離機で固液分離し、トナー母体粒子（１）のウ
ェットケーキを形成した。該ウェットケーキを、遠心分離機で滴液の電気伝導度が５μＳ
／ｃｍになるまで３５℃のイオン交換水で洗浄した。その後、「フラッシュジェットドラ
イヤー」（セイシン企業社製）に移し、水分量が０．５質量％となるまで乾燥することに
より、トナー母体粒子（１）を得た。
【０２６８】
　外添剤処理工程［（８）の工程］
　トナー母体粒子（１）に、数平均一次粒子径が１２ｎｍの疎水性シリカを１質量％と、
数平均一次粒子径が８０ｎｍの疎水性シリカを０．３質量％と、疎水性チタニア（数平均
一次粒子径＝２０ｎｍ）０．３質量％とを添加し、ヘンシェルミキサーにより混合して、
トナー１を作製した。この得られたトナー１の体積基準のメジアン径（Ｄ５０）は６．１
μｍ、軟化点は９９℃であった。
【０２６９】
　＜トナー２の作製＞
　ワックス含有樹脂微粒子分散液（１）の調製時の結晶性ポリエステル樹脂と非結晶性ポ
リエステル樹脂の質量部数を結晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ１〕３０質量部、非結
晶性ポリエステル樹脂〔Ａ－ＰＥｓ１〕５７０質量部に変更した以外はトナー１と同様に
作製した。
【０２７０】
　＜トナー３の作製＞
　ワックス含有樹脂微粒子分散液（１）の調製時の結晶性ポリエステル樹脂と非結晶性ポ
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リエステル樹脂の質量部数を結晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ１〕２１０質量部、非
結晶性ポリエステル樹脂〔Ａ－ＰＥｓ１〕３９０質量部に変更した以外はトナー１と同様
に作製した。
【０２７１】
　＜トナー４の作製＞
コア：結晶性ポリエステル／スチレン－アクリル樹脂
シェル：非結晶性ポリエステル樹脂
　シェル用樹脂粒子の分散液１の調製［（１Ｃ）の工程］
　シェル用樹脂として非結晶性ポリエステル樹脂〔Ａ－ＰＥｓ１〕１００質量部を、酢酸
エチル４００質量部に溶解させた。
【０２７２】
　次いで、５．０質量％の水酸化ナトリウム水溶液２５質量部を添加して、樹脂溶液を形
成した。この樹脂溶液を、撹拌装置を有する容器へ投入し、樹脂溶液を撹拌しながら、０
．２６質量％のラウリル硫酸ナトリウム水溶液４００質量部を３０分かけて滴下混合した
。上記ラウリル硫酸ナトリウム水溶液を滴下途中、反応容器内の液が白濁し、さらに、上
記ラウリル硫酸ナトリウム水溶液を全量滴下後、樹脂溶液粒子を均一に分散させた乳化液
が形成された。
【０２７３】
　次いで、上記乳化液を４０℃に加熱し、ダイヤフラム式真空ポンプ「Ｖ－７００」（Ｂ
ＵＣＨＩ社製）を使用して、１５０ｈＰａの減圧下で酢酸エチルを蒸留除去することによ
り、固形分２０質量％の「シェル用樹脂粒子の分散液１」を得た。このシェル用樹脂粒子
の分散液１におけるシェル用樹脂粒子の粒子径について、体積基準のメジアン径を測定し
たところ、２４５ｎｍであった。
【０２７４】
　ワックス含有スチレン－アクリル樹脂微粒子分散液１の調製［（１Ｍ－１）の工程］
　（第１段重合）
　攪拌装置、温度センサー、温度制御装置、冷却管及び窒素導入装置を取り付けた反応容
器に予めアニオン性界面活性剤「ラウリル硫酸ナトリウム」２．０質量部をイオン交換水
２９００質量部に溶解させたアニオン性界面活性剤溶液を仕込み、窒素気流下２３０ｒｐ
ｍの攪拌速度で攪拌しながら、内温を８０℃に昇温させた。
【０２７５】
　この界面活性剤溶液に、重合開始剤「過硫酸カリウム：ＫＰＳ」９．０質量部を添加し
、内温を７８℃とさせた後、
　溶液（１）
　　スチレン　　　　　　　　　　　５４０質量部
　　ｎ－ブチルアクリレート　　　　２７０質量部
　　メタクリル酸　　　　　　　　　　６５質量部
　　ｎ－オクチルメルカプタン　　　　１７質量部
からなる溶液（１）を３時間かけて滴下し、滴下終了後、７８℃において１時間にわたっ
て加熱・攪拌することで重合（第１段重合）を行い「スチレン－アクリル樹脂の分散液１
ａ」を調製した。
【０２７６】
　（第２段重合：中間層の形成）
　攪拌装置を取り付けたフラスコ内において、
　溶液（２）
　　スチレン　　　　　　　　　　　９４質量部
　　ｎ－ブチルアクリレート　　　　６０質量部
　　メタクリル酸　　　　　　　　　１１質量部
　　ｎ－オクチルメルカプタン　　　　５質量部
からなる溶液（２）に、離型剤としてパラフィンワックス（融点：７３℃）５１質量部を
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添加し、８５℃に加温して溶解させて単量体溶液〔２〕を調製した。
【０２７７】
　一方、アニオン性界面活性剤「ラウリル硫酸ナトリウム」２質量部をイオン交換水１１
００質量部に溶解させた界面活性剤溶液を９０℃に加温した。この界面活性剤溶液に「ス
チレン－アクリル樹脂の分散液１ａ」を、スチレン－アクリル樹脂の固形分換算で２８質
量部添加した後、循環経路を有する機械式分散機「クレアミックス」（エム・テクニック
社製）により、前記単量体溶液〔２〕を４時間、混合・分散させ、分散粒子径３５０ｎｍ
の乳化粒子を含有する分散液を調製した。この分散液に、重合開始剤「ＫＰＳ」２．５質
量部をイオン交換水１１０質量部に溶解させた開始剤水溶液を添加し、この系を９０℃に
おいて２時間にわたって加熱・撹拌することによって重合（第２段重合）を行って「スチ
レン－アクリル樹脂の分散液１ｂ」を調製した。
【０２７８】
　（第３段重合：外層の形成）
　上記の「スチレン－アクリル樹脂の分散液１ｂ」に、重合開始剤「ＫＰＳ」２．５質量
部をイオン交換水１１０質量部に溶解させた開始剤水溶液を添加し、８０℃の温度条件下
において、
　溶液（３）
　　スチレン　　　　　　　　　　２３０質量部
　　ｎ－ブチルアクリレート　　　１００質量部
　　ｎ－オクチルメルカプタン　　５．２質量部
からなる溶液（３）を１時間かけて滴下した。滴下終了後、３時間にわたって加熱・攪拌
することによって重合（第３段重合）を行った。その後、２８℃まで冷却し、固形分３０
質量％の「ワックス含有スチレン－アクリル樹脂微粒子分散液１」の調製をした。このワ
ックス含有スチレン－アクリル樹脂微粒子分散液１におけるワックス含有スチレン－アク
リル樹脂微粒子の粒子径について、体積基準のメジアン径を測定したところ、２２０ｎｍ
であった。
【０２７９】
　結晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ１〕分散液１の調製［（１Ｍ－２）の工程］
　上記シェル用樹脂微粒子の分散液１の調製工程において、非結晶性ポリエステル樹脂〔
Ａ－ＰＥｓ１〕の代わりに結晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ１〕を用いたこと以外は
同様にして、結晶性ポリエステル樹脂微粒子の水系分散液〔Ｃ－ＰＥｓ１〕を調製した。
この結晶性ポリエステル樹脂微粒子分散液１における結晶性ポリエステル樹脂微粒子の粒
子径について、体積基準のメジアン径を測定したところ、２５０ｎｍであった。
【０２８０】
　トナー母体粒子（４）の作製［（２Ｍ－１）、（３Ｍ）、（４）および（５）の工程］
　撹拌装置、温度センサー、冷却管を取り付けた反応容器に、「ワックス含有スチレン－
アクリル樹脂微粒子分散液１」を１１２５質量部、「結晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥ
ｓ１〕分散液１」を３３７．５質量部、イオン交換水１３８０質量部を投入後、５モル／
リットルの水酸化ナトリウム水溶液を添加して、ｐＨを２５℃において、１０に調整した
。その後、「着色剤粒子分散液１」を１４０質量部投入した。
【０２８１】
　次いで、塩化マグネシウム６０質量部をイオン交換水６０質量部に溶解した水溶液を、
撹拌下、３０℃において１０分間かけて添加した。
【０２８２】
　その後、３分間放置した後に昇温を開始し、この系を６０分間かけて８０℃まで昇温し
、８０℃を保持したまま粒子成長反応を継続した。この状態で「コールターマルチサイザ
ー３」（コールターベックマン社製）にて会合粒子の粒径を測定し、体積基準におけるメ
ジアン径（Ｄ５０）が６．０μｍになった時点で、「非結晶ポリエステル樹脂〔Ａ－ＰＥ
ｓ１〕の分散液１」２２５質量部を３０分間かけて投入し、反応液の上澄みが透明になっ
た時点で、金属含有化合物１の分散液を１２０質量部滴下した。反応液の上澄みが透明に
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なった時点（着色剤と金属含有化合物との反応が終了し反応化合物を形成）で、塩化ナト
リウム５３質量部をイオン交換水２１０質量部に溶解した水溶液を添加して粒子成長を停
止させた。
【０２８３】
　さらに、昇温を行い、９０℃の状態で加熱撹拌することにより、粒子の融着を進行させ
、トナーの平均円形度の測定装置「ＦＰＩＡ－２１００」（Ｓｙｓｍｅｘ社製）を用いて
（ＨＰＦ検出数を４０００個）平均円形度が０．９４５になった時点で３０℃に冷却し、
「トナー母体粒子４の分散液」を調製した。この得られたトナー母体粒子（４）の体積基
準のメジアン径（Ｄ５０）は６．２μｍであった。
【０２８４】
　洗浄工程、乾燥工程および外添剤処理工程［（６）、（７）および（８）の工程］
　トナー１と同様に行い「トナー４」を作製した。この得られたトナー４の体積基準のメ
ジアン径（Ｄ５０）は６．２μｍ、軟化点は１０４℃であった。
【０２８５】
　＜トナー５の作製＞
　着色剤を１－２に変更した以外はトナー１の作製と同様に行った。
【０２８６】
　＜トナー６の作製＞
　着色剤、金属含有化合物の置換基を表１のように変更した以外はトナー１の作製と同様
に行い、トナー６を得た。
【０２８７】
　＜トナー７～１１の作製＞
　着色剤、金属含有化合物の置換基を表１のように変更した以外はトナー１の作製と同様
に行い、トナー７～１１を得た。
【０２８８】
　＜トナー１２～１５の作製＞
　着色剤、金属含有化合物の置換基を表１のように変更した以外はトナー４の作製と同様
に行い、トナー１２～１５を得た。
【０２８９】
　＜トナー１６の作製＞
　金属含有化合物の金属ＭをＭｇに変更した以外はトナー１の作製と同様に行い、トナー
１６を得た。
【０２９０】
　＜トナー１７の作製＞
　結晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ１〕の合成時の機械撹拌時間を１２時間に変更し
た以外は同様に行い、結晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ２〕を得た。またそれ以降の
工程もトナー１の作製方法と同様に行い、トナー１７を得た。
【０２９１】
　＜トナー１８の作製＞
　結晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ１〕の合成時の機械撹拌時間を３．５時間に変更
した以外は同様に行い、結晶性ポリエステル樹脂〔Ｃ－ＰＥｓ３〕を得た。またそれ以降
の工程もトナー１の作製方法と同様に行い、トナー１８を得た。
【０２９２】
　＜トナー１９～２０の作製＞
　着色剤、金属含有化合物の置換基を表３のように変更した以外はトナー１６の作製と同
様に行い、トナー１９～２０を得た。
【０２９３】
　＜トナー２１～２２の作製＞
　着色剤、金属含有化合物の置換基を表３のように変更した以外はトナー１７の作製と同
様に行い、トナー２１～２２を得た。
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【０２９４】
　＜トナー２３の作製＞
　着色剤、金属含有化合物の置換基を表３のように変更した以外はトナー１８の作製と同
様に行い、トナー２３を得た。
【０２９５】
　＜トナー２４～２６の作製＞
　トナー１の作製時の結晶性ポリエステル〔Ｃ－ＰＥｓ１〕の分散液１の質量部数を表５
のように調製した以外はトナー１と同様に行い、それぞれトナー２４～２６を得た。
【０２９６】
　＜トナー２７の作製＞
　金属含有化合物を含有していない以外はトナー１と同様に行い、トナー２７を得た。
【０２９７】
　［トナーの性能評価］
　上記で得られたトナー１～２７について、帯電量、かぶり、定着性、色再現性を下記の
ように評価し、総合判定を行った。
【０２９８】
　（帯電量）
　市販の複写機「ｂｉｚｈｕｂ　ＰＲＯ　Ｃ６５０１」（コニカミノルタ社製）を準備し
、プリントは、印字率５％の文字画像をＡ４判の転写紙に５０万枚行い、初期と５０万枚
プリント後の帯電量の変動（５０万枚プリント後－初期）を評価した。
－評価基準－
　◎：１０μＣ／ｇ未満（良好）
　○：１０μＣ／ｇ以上１５μＣ／ｇ未満（実用可）
　×：１５μＣ／ｇ以上（実用不可）。
【０２９９】
　（かぶり）
　かぶりは、帯電量と同様、印字率５％の文字画像を５０万枚プリント後、白紙をプリン
トし、転写材の白紙濃度で評価した。転写材の白紙濃度はＡ４判の２０カ所を測定し、そ
の平均値を白紙濃度とする。濃度測定は反射濃度計「ＲＤ－９１８」（マクベス社製）を
用いて行った。
－評価基準－
　◎：かぶり濃度が、０．００３未満で良好なレベル
　○：かぶり濃度が、０．００３以上、０．０１０未満で実用上問題ないレベル
　×：かぶり濃度が、０．０１０以上で実用上問題となるレベル。
【０３００】
　（定着性）
　市販の複写機「ｂｉｚｈｕｂ Ｐｒｏ Ｃ６５０１」（コニカミノルタ社製）において、
定着装置における加熱ローラーの表面温度を１４０～２００℃の範囲で５℃刻みで変更す
ることができるように改造し、常温常湿（温度２０℃、湿度５５％ＲＨ）環境下において
Ａ４サイズの上質紙（６４ｇ／ｍ2 ）に１．５ｃｍ×１．５ｃｍのベタ画像（トナー付着
量３．０ｍｇ／ｃｍ2 ）を定着させる定着実験を、設定される定着温度（加熱ローラーの
表面温度）を１２０℃、１３５℃・・・と５℃刻みで上昇させるよう変更しながら繰り返
し行った。各定着実験において得られたベタ画像を真中から２つに折り曲げて、その画像
の剥離性を目視にて観察し、全く画像の剥離のない定着実験のうち、最低の定着温度を定
着下限温度とした。
－評価基準－
　◎：定着下限温度が、１４０℃以下で良好なレベル
　○：定着下限温度が、１４０℃を超えて１６０℃以下で良好なレベル
　×：定着下限温度が、１６０℃を超えて１７０℃より大きいと実用上問題となるレベル
。
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【０３０１】
　（色再現性）
　「ｂｉｚｈｕｂ　ＰＲＯ　Ｃ６５００（コニカミノルタ社製）」を用いて、デフォルト
モードで色域測定用のテストチャートを出力し、出力した色域測定用のテストチャートを
「Ｓｐｅｃｔｒｏｌｉｎａ／Ｓｃａｎ　Ｂｕｎｄｌｅ（Ｇｒｅｔａｇ　Ｍａｃｂｅｔｈ社
製）」で測定した。
【０３０２】
　なお、色域測定の評価は、マゼンタ単色（Ｍ）の各ベタ画像（２ｃｍ×２ｃｍ）を作製
する。このベタ画像を上記測定条件で測定し、Ｌ－ａ＊－ｂ＊座標に表し、その値より彩
度を求める。定着温度を上記定着性評価での下限温度の彩度と下限温度＋20℃における彩
度を引いた値を、彩度の変化幅とした。彩度の変化幅は１．５以下を合格とし、その中で
も１．０以下を良好とした。
－評価基準－
　◎：彩度の変化幅が１．０以下で良好なレベル
　○：彩度の変化幅が１．０を超えて１．５以下で良好なレベル
　×：かぶり濃度が、１．５より大きいと実用上問題となるレベル。
【０３０３】
　（総合判定）
　総合判定は全て評価項目に対して、以下のように判定した。
－評価基準－
　◎：評価項目で２つ以上の◎があり、かつ×が無い場合
　○：評価項目で３つ以上の○があり、かつ×が無い場合
　×：評価項目で１つでも×が有る場合。
【０３０４】
　各トナーの構成および評価結果を表１～６に示す。
【０３０５】



(54) JP 2016-130806 A 2016.7.21

10

20

30

【表１】

【０３０６】
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【表２】

【０３０７】

【表３】

【０３０８】
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【表４】

【０３０９】
【表５】

【０３１０】
【表６】
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